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第 1章 

 

序 論 

 

1.1 緒 言 

 

 本章では本研究の背景として，情報通信技術の進展及びコンピュータネットワークにおける

光通信技術の重要性について述べるとともに，そこで鍵となる面発光レーザの歴史について

触れる．さらに，近年本研究グループで盛んに研究を行っているスローライトデバイスについ

ても触れ，多角的に本研究の意義を検討する． 

 

1.1.1 情報通信の進展と光通信技術 

 我々の生活を取り巻くネットワーク環境は近年，劇的に変化してきた．情報通信技術

（Information Communication Technology：ICT）の急速な発達により，我々の生活の利便

性は大幅に向上し，その恩恵を享受しているところである．ICTの代名詞とも言われるインター

ネットは最も身近で馴染みのある ICTである．You Tubeをはじめとした動画共有サービスや，

Facebook などのソーシャルネットワーキングサービス（SNS）は，誰もが一度は利用したことの

あるネットワークサービスであろう．また， SNS とチャットの中間のようなシステムを持った

Twitter やブログは，政治家の選挙活動に利用されるなど，もはや単なるコミュニケーションと

しての用途に留まらない．加えて，「スマート家電」と呼ばれる，スマートフォンと連携させた家

電製品が 2012 年中頃から多く市場に出回るようになり，生活に欠かせない白物家電を中心
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にスマートフォンとの機能連携を実現している．このように，我々の日常生活とネットワークサー

ビスは水魚之交である．上記の様相は図 1.1 に示す日本におけるインターネットトラヒックの年

次推移に描写されており[1]，この増加傾向は今後も続いていくものとみられ，通信容量の更

なる大容量化が求められている．中でも，FTTH（Fiber To The Home)の契約数は，平成 13

年度版情報通信白書において「ブロードバンド元年」と位置付けられて以降急激に増加し[2]，

現在，図 1.2に示すように固定系ブロードバンドサービス契約数の大部分を占めている[3]．ま

た，2010年に総務省が発表した「光の道」構想に従い[4]，国家の成長戦略として ブロードバ

ンドサービスの普及を推し進めていることから，この増加傾向が続くことに疑いの余地はない． 

 

 

図 1.1 日本におけるインターネットトラヒックの年次推移（[1]を元に作成) 

図 1.2 日本における固定系ブロードバンドサービス契約者数の推移 
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 一方，ICT の発達は個人の生活を便利にするだけでなく，エネルギー・環境問題解決の一

端をも担う．近年，グリーン ICT と呼ばれる地球環境に配慮した取り組みが急速に推進されて

おり[5]，ICT を利用したエネルギー効率の改善，物の生産・消費の効率化・削減及び人・物

の移動の削減などが推進されている．スマートグリッドやインテリジェントビルなどはその一例で

ある． 

 さらに，ICT には国家の経済成長への寄与も期待できるという．経済成長の要素は，労働の

量的拡大，労働の質的向上，TFP 向上及び資本蓄積（投資）に分解され，この内，労働の量

的拡大以外は，ICT の利活用の促進による向上が期待でき，成長力基盤の底上げが期待で

きる[6]．図 1.3に示す主な産業部門毎の実質 GDP と実質国内生産額の経年変化を見ると，

ICT 産業が経済成長に大きく貢献してきたことがわかる．また，ICT 競争力と経済成長との間

には相関関係があるとの報告がなされている[7]．図 1.4 は，ICT競争力指数と国民一人当た

りのGDPとの関係を示したものである．ICTの発達と国家の経済成長には明確な相関関係が

あることが確認でき，今後，益々少子高齢化による労働人口の減少が懸念される我が国にとっ

て，ICTの発達は必須であると考えられる． 

 

図 1.3 主な産業部門の実質 GDP と実質国内生産額の経年変化（平成 7年～23年） 
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 上記 ICT を支える基盤技術は「光通信技術」であり，その起源は「のろし」であると言われて

いる．それから数百年，光を含む無線通信は大きな発展を遂げることなく，郵便や有線通信に

活躍の場を譲ってきた．無線通信が大きく発展を遂げたのは第 2 次世界大戦前後であり，戦

後は，米ソ間の熾烈なロケット開発競争の末，人工衛星の打ち上げに成功し，衛星通信が国

際遠距離通信の主役を担ってきた．周波数と情報を運ぶ能力は比例することから，衛星通信

ではマイクロ波が使われている．また，周波数が高い，すなわち波長が短いほど指向性が高く

直進する性質を持つことも理由の一つである． 

 この頃，「マイクロ波よりも高周波の電磁波である光ならば超高速（大容量）の通信が可能に

なる」との考えの基，光通信の研究が行われ始めた．現在の光通信の基盤技術は「光ファイバ

通信」であるが，その構成要素は主として 2 つある．1 つは信号を生成する半導体レーザであ

り，もう 1つはその信号を運ぶ光ファイバである．1960年にMaimanによりルビーレーザのパ

ルス発振を実現したことを皮切りに発展し[8]，1970 年には林 厳雄氏らが GaAs/AlGaAs の

ダブルヘテロ構造を用いて室温連続発振を実現した[9]．その後，1976 年に Hsieh により光

図 1.4 ICT競争力指数と一人あたりの GDP 
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ファイバの伝送損失の小さい長波長帯で発振可能な InGaAsP 系レーザの実現[10]，1977

年に伊賀氏により面発光レーザ（Vertical-Cavity Surface-Emitting Laser：VCSEL）の発

明，1982 年に荒川氏らにより量子ドットレーザの発明[11]がなされ，現在，様々な分野で応用

されている． 

 一方，伝送路としての光ファイバについてはどうであっただろう．1960 年代中頃に

1000dB/km 以上あった光ファイバの伝送損失は，1970 年に Kapron らにより 20dB/km 以

下まで低減された[12]．その後，1979年には0.2dB/kmという現在の光ファイバの伝送損失と

同程度まで低減され[13]，1986 年には 0.154dB/km[14]，2002 年には 0.151dB/km[15]，

0.148dB/km と極限まで低損失化が実現されている． 

  

1.1.2 コンピュータネットワークと光通信 

 上記の技術を基に，これまで光通信技術は著しく向上し，グローバルエリアネットワーク

（Grobal Are Network：GAN），ワールドエリアネットワーク（World Area Network：WAN）

及びメトロエリアネットワーク（Metro Area Network：MAN）においてその実力を如何なく発

揮してきた．このような長距離ネットワークでは，波長分割多重（Wavelength Division 

Multiplexing：WDM ）などによる大容量化が進められてきた[16]．WDM 方式は光の非干

渉性を利用しており，複数のレーザにより生成した複数の波長それぞれに対し信号を乗せ，そ

れらを 1 本のファイバ内に合波し伝送することで大容量化を可能にする（図 1.5）．2001 年に

は，研究レベルにおいて 1 本のファイバで 10Tbit/s の伝送に成功している[17,18]．一方，

WDM光通信の発展に伴い低調となったデジタルコヒーレント光通信技術であったが，近年の

急速な通信の大容量化に伴いその重要性が見直され，一部実用化されている[19]．デジタル

コヒーレント光通信技術は，無線分野で既に実用化されているデジタル信号処理技術を光フ
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ァイバ通信に応用及び発展させたものであり，従来の WDM 方式との併用により大容量通信

が可能である．その一方で，更に短距離の領域であるローカルエリアネットワーク（Local Area 

Network：LAN）においても光通信技術が採用されるようになった．1980 年代当初は同軸ケ

ーブルを使用した 10 メガビットイーサネットであったが，1990 年代に光ケーブルを使用した

100 メガビットイーサネット，光ファイバを使用したギガビットイーサネットが標準化され，2010

年 6 月には 40/100 ギガビットイーサネットが標準化されるに至っている．このように高速化の

一途を辿る LAN では 400 ギガ/1 テラビットイーサネットの構想についての議論も既に始まっ

ており[20]，光通信技術の適用範囲はより短距離化している． 

 

 これまで述べてきたように，光ファイバを基盤技術とした光通信技術は，主としてLAN（数m）

以上の長距離の領域で使用されてきた（図 1.6）[21]．それより短距離の領域では，伝送距離

が限られることから，安価で扱いやすい電気インターコネクトが用いられてきた．一方，情報化

社会の発展によるデータ伝送量増大の要求は留まることを知らず，データセンターやスーパ

ーコンピューター内など，特に大容量通信が必要な領域では深刻な問題である．また，チップ

間データ伝送速度は2020年には10Tbps/cm2の大容量が必要とされており，サイズ，消費電

図 1.5 波長分割多重方式の構成 
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力ともに電気インターコネクトでの実現が困難と言われている．図 1.7 に示すオンチップ・オフ

チップインターコネクトの動向によると [22]，チップ内におけるクロック周波数は間もなく

10GHz 以上が求められることに加え，チップ内配線数の増加，低消費電力化の要求が見て

取れる．また，このような要求が高まる中，従来の電気配線を用いた電気インターコネクトの物

理的な限界が叫ばれるようになった．10GHzを超える高速な信号周波数においては，表皮効

果，誘電損失及びクロストークに起因する帯域制限に見舞われるとされている[23]．加えて， 

大容量化に伴う高密度集積化や装置の大きさの要求に起因するスペース制限，消費電力の

制限及びコスト制限も電気インターコネクトの使用を制限する要因となる[22-25]．このような背

景のもと，広帯域，低消費電力，配線（光導波路）の高密度集積可能及び電磁誘導による影

響を受けない，信号遅延が小さいなどの利点を持つ光配線を利用することが解決策として考

えられた[23,26-28]．ラック間，ボード間，モジュール間，チップ間，更にはチップ内配線に至

るまで光インターコネクトが検討され，現在，ボード間光インターコネクトまで実現されている

[29,30]． 

 
図 1.6 各階層における光インターコネクトの動向 
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1.2 面発光レーザの進展 

 

 先述のように，大規模システムにより大容量化が進められてきた長距離ネットワークに対し，

短距離系ネットワークではコストの面から技術転用が難しい．よって，短距離ネットワークにお

いては，経済性，拡張性に優れた革新的な大容量光配線・光リンク技術が必要とされている．

これを実現するためには，デバイスレベルでの小型化，低消費電力化，高速化などが急務で

あるが，実用化のためにはこれらに加えて低コスト化及び高信頼性化が必要である．キーデバ

イスとなる光源には小型，低消費電力，高速かつ低コストである，面発光レーザ

（Vertical-Cavity Surface Emitting Laser：VCSEL）が有望視され，一部適用されている． 

面発光レーザは，基板面に平行な共振器を持つ従来の端面出射型レーザとは全く異なる

構造を持ち，基板面に垂直に共振器を持つ垂直出射型のレーザであり，1977 年に伊賀氏に

より考案された． 1979 年に電流注入による初めてのレーザ発振が確認され，

「Surface-emitting injection laser」と名付けられた[31]．これが現在の Vertical-Cavity 

Surface-Emitting Laser の起源である．面発光レーザは従来の端面出射型レーザと比べ，

図 1.7 オンチップ・オフチップインターコネクトの動向 

(a) クロック周波数，(b) 配線数，(c) 1bit当たりの許容エネルギー 

(a)  (b)  (c)  
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以下のような優れた特徴を有する[32]． 

(1) 活性層体積の小ささから，Aレベルの極低しきい値動作が可能である[33-35]． 

(2) (I-Ith) Ith ＞ Ithが可能（I = 動作電流，Ith = しきい値電流） 

(3) 波長やしきい値が温度に対して比較的安定している． 

(4) 共振器長が発振波長に近いことから，動的単一モード性に優れている． 

(5) 活性層体積の小ささから，大きな緩和振動周波数が期待でき，潜在的に広い変調帯域を  

  持つ． 

(6) 活性層が上下反射鏡に完全に埋め込まれており，パッシベートされていることから，長寿 

  命が期待できる． 

(7) 50%以上という高い電力-光変換効率が可能[36-38]． 

(8) 基板から光を取り出せる． 

(9) 円形ビームにより，ファイバとの高効率結合が可能である． 

(10) 大量のデバイスをモノリシックプロセスにより製作可能であり，チップ価格を抑えることが 

  できる． 

(11) 個別のチップに分ける前に，初期実験が可能である． 

(12) ボンディングやマウンティングが容易である． 

(13) モジュールとパッケージ価格を抑えることができる． 

(14) 高密度な 2次アレーレーザが可能である． 

(15) 垂直方向への機能デバイス集積が可能である． 

(16) LSI との集積に相性が良い． 

 上記のような多数の優れた特徴を持つ面発光レーザはどのように進展してきたのであろうか．

1979 年のパルス動作での発振が確認された際には，InP 系材料を用いており，波長は
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1.3m 帯であった．その後，特性温度が良いことから GaAs 系の材料での研究が行われた．

1988 年に誘電体多層膜を用いた構造により，初の室温連続発振を GaAs 系材料で実現し

[39]，翌年，半導体多層膜で動作も実現されている[40]．GaAs 材料を用いる利点はその特

性温度の良さだけでなく，非常に格子定数の近い(In)GaAs及び AlGaAsの多層膜を用いる

ことで，屈折率差の大きな高反射ミラー及び（歪）多重量子井戸がモノリシックに成膜できること

にもある．以上からGaAs系での面発光レーザの研究が急速に加速し，1991年にイオン注入

を用いた電流狭窄構造を持つ面発光レーザが報告された[41]．GaAs 系材料を用いる場合，

量子井戸の設計により代表的な波長としては 850nm と 980nm が選択できるが，この頃から

850nm帯の面発光レーザの開発が先行することになる．この背景には，850nm帯はSiフォト

ダイオードでの受光が可能な波長であり，レンズ等の光学部品が揃っていたことが挙げられ

る．  

 面発光レーザの結晶成長技術が向上する一方で，面発光レーザの光閉じ込め構造につい

て関心が寄せられ始めた．文献 41以降，面発光レーザの電流狭窄構造にイオン注入が用い

られるものが一般的であったが，これは光導波路で言うところの利得導波路構造であり，光の

閉じ込め構造は存在しなかった．これにより，面発光レーザのモード選択及び信頼性の点に

おいて不安視されていた．このような中，AlGaAs を水蒸気酸化させることで AlxOy 絶縁膜を

形成する手法[42]を取り入れ，1995 年に 50%という高い電力変換効率を達成した[36]．この

選択酸化という手法により形成された AlxOy 絶縁膜の屈折率は酸化前に比べ小さくなるので

[43]，面発光レーザ内に屈折率導波路を形成することが可能となった．これにより横・縦モード

共に安定した単一モード発振が可能になるとともに，電流を効率よく活性層に注入できるため，

しきい値の低下に大きく貢献する結果となり，1995 年に 70A[33]，59A[34]，8.7A[35]と

立て続けにサブmAのしきい値を達成した． 
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 以上のように，様々な技術を結集することで面発光レーザは著しく進展を遂げ，現在，

40/100 ギガビットイーサネット用の光源として用いられるなど，光インターコネクトを支える主要

な光源としてその実力を遺憾なく発揮している． 

 これまで，面発光レーザの研究の歴史及びその利点について簡単に示してきたが，面発光

レーザが高速イーサネット用光源に採用されるに至った理由の１つである，その高速性に主眼

をおいて，短波長帯の面発光レーザの歴史について以下で述べる． 

 

1.2.1 850nm帯の面発光レーザ 

 ここでは，短波長帯の面発光レーザとして主流である 850nm帯及び 980nm帯の面発光レ

ーザについて，その特徴や高速化の歴史について述べる． 

 先述のように，850nm 帯の面発光レーザは，980nm 帯の面発光レーザに先行して開発さ

れた経緯があり，LANやストレージエリアネットワーク（Storage Area Network：SAN）用の光

源として既に標準化されており，今後予想されている 400 ギガ/１テラビットイーサネットにおい

ても重要な役割を担うことが予想される．850nm 帯の波長は，周囲の環境に非常に恵まれて

おり，先述した Si フォトダイオードだけでなく，GaAs フォトダイオードでの受光も可能であるこ

とに加え，光ファイバはこの波長帯において最適化されている． 

 一方，物理的な面から 850nm帯の利点を考えると，長波長帯に比べ AlGaAsの自由キャリ

ア吸収が小さいことが挙げられる．長波長帯に比べ層厚が薄いことから，全体として吸収量を

低減できる．よって，長波長帯に比べドーピング濃度をある程度増加させることができ，結果的

に電気抵抗を低下できるとともに，しきいキャリア密度の低下が可能である．このことは潜在的

に高速動作を可能にする． 

 850nm 帯の面発光レーザの活性層の材料にはある程度の選択肢があり，量子井戸に
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GaAs[44]，InGaAs[45]，InAlGaAs[46]または InGaAsP[47]を用いることができる．最もよく

使用されているのはGaASを量子井戸とする面発光レーザであるが，量子井戸に歪を導入す

ることで微分利得を向上させることができるため[48]，In を含む歪量子井戸の場合の方が，潜

在的に高速化に適している． 

 2000 年頃までは，12.5Gbit/s[49,50]，15.6Gbit/s[51]程度の速度での動作実証が多く報

告されていたが，2001年に IBMにより 20Gbit/sの高速面発光レーザが報告された[52]．そ

の後，30Gbit/s の壁が大きく立ちはだかり，7 年もの間 30Gbit/s を超える速度の報告はなさ

れなかった．そのような中，2008年に GaAs量子井戸を用いた 850nm帯の面発光レーザに

より 30Gbit/s の動作実証が報告された[44]．その後，高速面発光レーザの開発は劇的に進

み，2年間の間に 30Gbit/s以上での動作実証が多数報告され，遂に 40Gbit/sでのエラーフ

リー動作が実証された[45,53-58]．この間，歪量子井戸を用いることによる微分利得の向上

[45,56,59]，酸化アパチャーの設計による寄生容量の低減[60]などの手法を用いて，高速動

作が実証されてきた．最近，これらに加えて光子寿命を制御することによる高速化の検討がな

され[61,62]，2013年にback-to-backにおいて57Gbit/sのエラーフリー動作が実証され[63]，

現在，これはすべての波長帯における OOK（On-Off-Keying）での最高変調速度である． 

 

1.2.2 980nm帯の面発光レーザ 

 一方，850nm 帯の面発光レーザに先行され，980nm 帯の面発光レーザの開発は遅れをと

ってしまった．しかしながら，この波長帯は先述の通り 850nm 帯に比べ自由キャリア吸収が大

いにもかかわらず，いくつかの利点が存在する． 

(1) 活性層に歪量子井戸を用いていることが容易であり，微分利得向上による高速動作が期 

  待できる． 
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(2) 深いバリア障壁を形成できるため，温度特性がよく，安定的に利得が得られる． 

(3) 光子エネルギーが小さいことにより，動作電圧が小さい． 

(4) GaAsに対して透明であることから，基板側からの出射が可能である． 

(5) エルビウムドープドファイバー増幅器（Erbium-doped fiber amolifier：EDFA）の励起光 

  源として使用可能である． 

 以上のような特長を持つことから，高速かつ温度特性のよい 980nm帯の面発光レーザの実

現は，850nm帯の面発光レーザに取って代わる可能性を示唆する． 

 980nm帯の高速面発光レーザは，潜在的に高速動作が可能であることに加え 850nm帯で

の経験が生かされたこともあり，2005 年には 20Gbit/s で動作する面発光レーザを搭載した，

チップ間光インターコネクトの動作実証が報告されている[64]．翌年にも同様の報告がなされ

ている[65,66]．更に翌年には，酸化層厚を通常の/4 厚ではなく/2 厚とし，テーパー形状を

用いるとともに，抵抗と損失のバランスを取る形で p 型半導体のドーピングを最適化することに

より，35Gbit/s でのエラーフリー動作が実証された[67]．つまり，980nm 帯の方が 850nm 帯

よりも 30Gbit/s 以上の速度での動作実証が早かったのである[44,67]．40Gb/s 以上でのエラ

ーフリー動作は 2011年に実証され[68]，980nm帯での最高速度となっている． 

 一方，温度上昇に伴う帯域低下の課題を克服する取り組みも行われてきた．2006 年に量子

ドットを用いたシングルモード面発光レーザが実証され，翌年に量子ドット面発光レーザによる

85℃での 20Gbit/s のエラーフリー動作が実証された[69]．その後，活性層のアルミニウム組

成を調整することによる熱伝導率の改善，オフセット波長の設計及びパッドキャパシタンス低

減のためのポリマー材料の選定など，各種設計の最適化により，2008 年には 120℃で

20Gbit/s[70]，2009 年には 120℃で 20Gbit/s のエラーフリー動作が実証されている

[71,72]． 
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 以上のように，誕生から約 35 年の間，高まる光源への性能要求に応え続け，面発光レーザ

は飛躍的に進歩を遂げてきた．結果，1999年にギガビットイーサネット用の光源に採用された

後，10 ギガビットイーサネット，40/100 ギガビットイーサネット用の光源としても採用され，短距

離用光源として広く用いられている．先述の様に，2000 年中頃には 40Gbit/s でのエラーフリ

ー動作が実証されている一方で，100 ギガビットイーサネットでは図 1.8 に示すように，マルチ

モードファイバを用いた 10Gbps/ch×10チャネルの並列伝送による 100Gbps伝送である[73]．

研究レベルでは 40Gbit/s 以上の動作実証が数多く報告されているにも拘わらず，商用化に

は至らない理由はその信頼性にある．直接変調の帯域は，面発光レーザへの注入電流密度

の増加に応じて増加する．そのため高速面発光レーザには 20-60kA/cm2 という高い電流密

度が必要であるが[45]，そのために素子の寿命が加速的に短くなってしまうというトレードオフ

の問題が存在する[74]．また，別な問題として酸化アパチャーの信頼性の問題がある．高速面

発光レーザ実証のキーとなる構造の 1 つに，酸化アパチャーの構造が挙げられるため，本質

的に改善することは困難である．よって，今後の更なる高速化の要求に応えるためには，直接

変調ではなく外部変調方式を用いる必要があると考えられる． 

 
図 1.8 40/100ギガビットイーサネットにおける伝送方式 
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1.3 直接変調の方式の課題と外部変調方式 

 

 変調方式には大きく分けて 2 通りあり，直接変調方式と外部変調方式が挙げられる．直接変

調方式は，レーザに直接電気信号を与え，レーザの光出力を変調する方式であり，外部変調

方式は，レーザから出力された光をレーザ外部の変調器に結合させ，変調器に電気信号を与

えることで変調を行う方式である．1.2節で扱った面発光レーザはすべて直接変調方式を用い

ている．一般的に，面発光レーザの直接変調速度限界は端面出射型レーザと同様に以下の

要因により決定される． 

(1) 緩和振動周波数 

(2) ダンピング効果 

(3) 寄生容量 

 緩和振動周波数は，微分利得の増大，活性層体積の減少及び高出力化などにより向上さ

せることが可能である．しかしながら，高出力化のために電流注入量を増加させて動作させる

ことは，先述のとおり素子の寿命を加速的に短くしてしまう．ダンピング効果は，光出力が増加

していくと生じることが知られており，その要因として，スペクトルホールバーニングや空間的ホ

ールバーニング及び発熱などによる利得飽和が挙げられる．これらに対しても微分利得の増

大は効果がある．また，これらに加えて量子井戸構造に由来するキャリア輸送及び捕獲過程

に起因するものが挙げられるが，そのメカニズムは非常に複雑であり，扱うのが困難である．寄

生容量は，素子本体だけでなくパッド部分にも存在する．素子においては酸化層に起因する

ものが存在し，酸化層を厚くすることで寄生容量の低減が可能である．しかしながら，酸化層を

厚くすることは散乱損失の増加を生むため，実際には数十 nm まで薄膜化する必要がある．

つまり寄生容量を低減するには，酸化アパチャーの構造に工夫が必要であり，それは変調速
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度が酸化アパチャーに大きく依存することを意味する． 

 一方，外部変調方式はその高速応答性から長距離伝送の分野で広く用いられてきた．チッ

プサイズが大きく（～数十 mm），動作電圧が大きい（3～5V）が，消光特性が良く，伝送距離

を制限する波長チャープ[75]が非常に小さいことから，長距離の基幹系ではマッハチェンダー

型の光変調器が用いられており，その動作原理には電気光学効果が用いられている．一方，

LAN やそれより短距離の領域を想定した場合，上記変調器は大きさや動作電圧に関して到

底許容できない．そこで，短距離の領域では動作電圧が小さく（< 2V），小型（チップサイズ：< 

1mm）な電界吸収型光変調器（Electro Absorption Modulator：EAM）が有望である．電界

吸収型光変調器には量子閉じ込めシュタルク効果（Quantum Confined Stark Effect：

QCSE）[76-78]が用いられている．QCSE は，多重量子井戸へ電圧を印加することにより，エ

ネルギーバンドが歪み，吸収端波長が変化する効果のことである．早くからその高速応答性が

注目され[79]，変調器への応用が検討された[80]．外部変調方式を用いる場合には，モジュ

ールの小型化及び光結合部での過剰損失抑制のため，レーザとの集積化が望ましいが，

1986年に分布帰還型（Distributed Feedback：DFB）レーザとEA変調器の集積デバイスが

実現されたのを皮切りに[81]，集積デバイスでの動作実証が多く報告され，1990 年代初めに

は 10Gbit/sでの動作が実証されている[82-91]．端面出射型レーザと EA変調器を水平方向

に集積するように，垂直方向に光を出射する面発光レーザの場合は，垂直方向に集積する手

法が妥当である．これまで，垂直方向に変調器を集積したデバイスの報告がなされている

[92,93]．しかしながら，垂直方向の光結合及び共振器への強い戻り光による帯域制限が課題

となっている．端面出射型レーザにおいては，外部変調器を集積することにより，直接変調の

速度限界打破を実現してきたが，面発光レーザと外部変調器集積に関しては，垂直方向集積

であるが故に存在する上記課題が障壁となり，直接変調による高速動作実証の報告が主流と
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なっている現状がある．また，面発光レーザ特有の多層膜構造は，通常の EA 変調器との集

積を困難にしており，構造に由来する問題も存在する．しかしながら，潜在的には EA 変調器

には 100Gbit/s を超える動作も期待でき，これは直接変調では到底実現できないであろう速

度である．よって，面発光レーザと外部変調器（EA 変調器）の革新的な集積手法が必要であ

ると考える． 

 

1.4 面発光レーザフォトニクスの展開 

 

 面発光レーザはその優れた特性を生かし，通信応用だけでなくプリンターやマウス，ディス

プレイなど様々な分野で応用されている（図 1.9）[32]．先述のように，その構造が故に機能デ

バイスとの集積化が困難であることから，面発光レーザ単体，面発光レーザと他の機能デバイ

スとの組み合わせ（集積ではない），または面発光レーザアレーが用いられている．既に商用

化されていることから，性能要求を満たしていると考えることができるが，面発光レーザの特徴

である小型という利点が損なわれてしまっていることに加え，アレー化した場合に多数の素子

を制御するためのアルゴリズムが複雑になってしまうという欠点がある．また，活性層体積が小

さいが故に制限されるシングルモード出力は，面発光レーザの活躍の場を制限している．面

発光レーザの利点を削ぐことなく，性能限界を打破・向上するためには，機能デバイスとの集

積化が必要であり，それは従来の垂直方向集積ではない集積手法である必要がある．面発光

レーザと機能デバイスの集積化により，面発光レーザフォトニクスに新たな展開が期待できると

考えられる． 
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 一方，近年本グループではブラッグ反射鏡（Distributed Bragg Reflector）導波路を用 

いたスローライトデバイスの研究に取り組んできた．スローライトとは光の低群速度伝搬のことを

指し，導波路構造に由来する構造分散により生成される．これまで，フォトディテクター[94]，

光変調器[95,96]，光スイッチ[97]及びビーム偏向器[98,99]などを実証している．ビーム偏向

器では，非機械式では最高である，1000 を超える解像点数を実現している[99]．スローライト

を利用する利点の 1つにデバイスの小型化が可能である点が挙げられ，20m以下の超小型

光変調器を実証している[95]．しかしながらブラッグ反射鏡導波路におけるスローライトを利用

する最大の利点は，面発光レーザとの集積化の可能性にある．ブラッグ反射鏡導波路を用い

たスローライトデバイスの構造は，面発光レーザを基礎としているため，面発光レーザとの平面

集積の可能性が考えられる．一方，現在のスローライトデバイスには外部光源を用いているが，

光源との集積化が望ましい．また，スローライトモードの励振には，デバイスに対し斜めに光を

入射する斜め入射法を用いており，この手法では3次元での精密なアライメントが必要であり，

光結合が課題となっている． 

図 1.9 面発光レーザを用いたアプリケーションの例 
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1.5 研究目的 

 

 1.1～1.4 節において述べてきたように，高信頼性の高速変調光源，面発光レーザへの新し

い機能付加を実現するためには，面発光レーザと機能デバイスの集積化が必要であり，その

集積手法は従来の垂直方向集積とは異なる革新的なものである必要がある．そこで，本研究

では面発光レーザとスローライトデバイスの集積化による面発光レーザの高性能化・高機能化

を目的とし，以下の 3点を研究目標に研究を進めた． 

 

(1) 面発光レーザを基盤とした新しい集積手法及び光結合手法の探索 

(2) スローライト集積デバイス製作技術の確立 

(3) 面発光レーザと機能デバイスの集積化と動作実証 

機能デバイスとしては，電界吸収型光変調器，半導体光増幅器，ビーム偏向デバイスを想定

しており，変調器集積においては，高速変調のために必要な広帯域な周波数帯域実現のた

め，変調器の小型化を主眼に，増幅器集積においては，面発光レーザの出力の向上を主眼

に，ビーム偏向デバイス集積においては，面発光レーザに新しい機能を集積することを主眼

に取り組んだ． 
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1.6 本論文の構成 

 

 本論文の構成は図 1.10に示すとおりであり，全 7章からなる． 

 先ず，第2章においてブラッグ反射鏡導波路における低群速度伝搬（スローライト）生成の原

理を述べるとともに，本研究で提案する面発光レーザとスローライト導波路の横方向集積の構

造及び原理を説明する．また，モデリングにより横方向集積の有効性を示すとともに，集積デ

バイスにおける横方向光結合実証実験について述べる． 

 第 3 章では面発光レーザとスローライト光増幅器の横方向集積について，モデリングにおい

て高出力化について検討するとともに，製作した増幅器集積デバイスにおける特性について

述べる． 

 第 4 章では面発光レーザとスローライト変調器の横方向集積について，モデリングにおいて

変調器の小型化について検討するとともに，製作した変調器集積デバイスにおける特性につ

いて述べる． 

 第5章ではブラッグ反射鏡導波路を利用することによる，高解像度ビーム生成の原理につい

て述べるとともに，面発光レーザに集積された熱駆動ビーム偏向器における特性について述

べる． 

 第 6 章では面発光レーザ横方向集積化の展望として，各種機能集積デバイスの高性能化

の可能性について述べる． 

 第 7章では以上の議論を統括し，本論文の結論を述べる． 
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第 2章  

面発光レーザとスローライト導波路の横方向集積 

 

2.1 緒 言 

 

 本章ではブラッグ反射鏡導波路における低群速度伝搬（スローライト）生成の原理について

述べるとともに，本研究で新しく提案する面発光レーザとスローライト導波路の集積構造及び

光結合の原理について述べる．また，モデリングを用いて提案構造による横方向集積の可能

性を検討するとともに，製作した横方向集積デバイスの実験結果について述べる． 

 

2.2 ブラッグ反射鏡導波路における低群速度伝搬 

 

 ブラッグ反射鏡導波路とは，屈折率の異なる周期的な多層膜で構成された導波路であり[1]，

ファイバー状のものはブラッグファイバーとして知られている[2]．本研究で扱うブラッグ反射鏡

導波路は，面発光レーザのエピ構造そのものであり，/4 厚の高屈折率層と低屈折率層を 1

ペアとし，上下数十ペアの多層膜でコアを挟んだ構造である[3]．ペア数を増やすことで 100%

に近い高反射率を得ることが可能であり，面発光レーザでは，これにより多重共振が可能とな

り，数十 nm 厚の活性層にも関わらずレーザ発振が可能である．活性層は導波路におけるコ

アであるので，上述は言い換えれば，コアに強く光を閉じ込めることができることを意味する．

このように，ブラッグ反射鏡導波路における光の伝搬は，一般的な導波路における屈折率差

による全反射ではなく，多層膜による多重反射により行われる．また，高屈折率層と低屈折率

層の屈折率差が大きいほど広いストップバンドを形成することができ[4]，少ないペア数で高反
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射率を得ることが可能である． 

 ブラッグ反射鏡導波路における低群速度伝搬（以下，スローライト）生成の原理を定量的に

考察するため，図 2.1のようなコアの厚さD，コアの材料屈折率ncoreの導波路における光の伝

搬について考える．伝搬波長を，伝搬角をとし，簡単のため反射率 100%の完全反射ミラー

を仮定する．また，波長帯域は 980nm 帯を仮定している．コア内を伝搬する光の伝搬定数

は式(2.1)のように表すことができる． 

                                 𝛽𝑚 = 𝑘0𝑛𝑐𝑜𝑟𝑒 𝑐𝑜𝑠 𝜃 =
2𝜋

𝜆
𝑛𝑐𝑜𝑟𝑒 {1 − (𝑚

𝜆

2𝐷𝑛𝑐𝑜𝑟𝑒
)
2

}

1
2

                          (2.1) 

 ここで，k0は真空中の波数，mはモード番号である． 

ここで，スローライト効果による群速度の低下の度合いを示す指標としてスローダウンファクタ

ーを以下のように定義する． 

                                                                  𝑓 =
𝑐 𝑛𝑐𝑜𝑟𝑒⁄

𝑣𝑔
                                                             (2.2) 

 ただし， 

                                                                       𝑣𝑔 = (
𝑑𝛽𝑚
𝑑𝜔

)
−1

                                                      (2.3) 

であり，vgは群速度である．以上より，式(2.2)は以下のように表すことができる． 

                      𝑓 =
𝑐 𝑛𝑐𝑜𝑟𝑒⁄

𝑣𝑔
=

𝑐

𝑛𝑐𝑜𝑟𝑒
∙
𝑑𝛽𝑚
𝑑𝜔

=
2𝜋𝑛𝑐𝑜𝑟𝑒

𝜆
{(
2𝜋𝑛𝑐𝑜𝑟𝑒

𝜆
)
2

− (𝑚
𝜋

𝐷
)
2

}

−
1
2

                  (2.4) 

 m = 1の時，式(2.4)を図示すると図 2.2のようになる．カットオフ波長(c)近傍においてスロ

ーダウンファクターが急激に増加していることがわかる．これは，群速度が急激に低下している

ことを意味し，その本質はカットオフ波長近傍での巨大な構造分散である．カットオフ波長とは

それ以上の波長で伝搬しなく波長のことで，式(2.4)において 𝜆𝑐 = 2𝑛𝑐𝑜𝑟𝑒D を満たす．また，

この時の伝搬角は 90°でありスローダウンファクターは無限になる． 
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 ここで，スローライトの効果について考える．図 2.3は(a)一般的な 3層スラブ導波路及び(b)

ブラッグ反射鏡導波路の概略図である．先述のように，通常の導波路の場合は，低屈折率層

のクラッドで挟まれた高屈折率層のコアに光が閉じ込められ，全反射により光は伝搬する．よ

って，伝搬角が臨界角の補角を超えると放射が起こり，クラッドへ光が漏れ出すことになる．

high-シリコン細線導波路においても，90°に近い角度で伝搬するスローライトモードを生成

することはできない．一方，群速度は位相速度と等価であり，コアの屈折率を ncore，光速を c と

図 2.1 100%完全ミラーによる全反射導波路 

図 スローダウンファクターの波長依存性
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すると 𝑣𝑔
′ = 𝑐 𝑛𝑐𝑜𝑟𝑒⁄  となる．式(2.4)より，例えばスローダウンファクターが 10 の時，ブラッグ

反射鏡導波路のスローライトモードの群速度は通常の導波路の群速度の 1/10 であることを意

味する．つまり，単位長さ当たりにコアを通る回数が10倍になることを意味する．コアに利得媒

質や吸収媒質を仮定する，つまり半導体光増幅器（Semiconductor Optical Amplifier：

SOA）や EA 変調器に対しスローライトを適用した場合，通常の SOA や EA 変調器の 1/10

のデバイス長で同様の効果（利得や吸収）を得ることができることを意味する．一般化すると，

スローダウンファクターfのスローライトモードを用いることで，デバイス長を 1/fにできることにな

り，デバイスの小型化という面ではスローダウンファクターが大きい程効果を発揮する．また，

EA変調器を仮定した場合，所望の消光比を得るのに必要な変調電圧を抑えることができるの

で，低消費電力動作が期待できる． 

 

  

図 2.3 各導波路の断面図 (a) スラブ導波路，(b) ブラッグ反射鏡導波路 

(a) 

(b) 
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 ここまで簡単のため，100%の完全反射ミラー導波路を仮定してスローライト生成の原理及

びその効果について述べたが，実際のブラッグ反射鏡導波路においては，反射率は 100%に

近い値で設計できるものの，光の伝搬はDBR領域へ光が染み出す形で行われる．そこで，フ

ィルムモードマッチング法（FIMMWAVE, Photon Design社製）[5]を用いて，スローダウンフ

ァクター及び構造分散の波長依存性を計算した．計算モデルは図 2.4に示すように，上部・下

部DBR ともに Al0.16Ga0.84As/ Al0.92Ga0.08As 40ペアのDBR，活性層に In0.2Ga0.8Asの共

振器を仮定した．この構造は通常の面発光レーザのエピ構造とほぼ同様である．図 2.5はスロ

ーダウンファクター及びブラッグ反射鏡導波路の構造分散の波長依存性を偏光毎に示したも

のである．偏光状態は DBR の積層面と光の電界成分が平行であるときを TE（Transverse 

Electric）モード，磁界成分が平行であるときを TM（Transverse Magnetic）モードと定義し

ている．また，構造分散（Waveguide Dispersion：WD）は，式(2.3)の群速度を用いて以下の

ように表すことができる[6]． 

                                                                     𝑊𝐷 =
𝑑

𝑑𝜆
(
1

𝑣𝑔
)                                                                  (2.5) 

 図 2.5より，カットオフ波長近傍において構造分散が急激に増加していることがわかる．先

述の通り，これがスローライト生成の本質である．また，偏向依存性がほとんど見られないのは，

スローライトモードの伝搬角が大きいため，光線幾何学で考えた場合，伝搬光の電界成分及

び磁界成分がともにブラッグ反射鏡に対して水平に近づくために，偏光による差が小さくなる

ためと考えられる．これは，ブラッグ反射鏡導波路におけるスローライトの特徴の 1つであり，フ

ォトニック結晶におけるスローライトでは実現困難なものである[7]．一方，巨大な構造分散によ

るパルス広がりは信号の波形劣化の要因となる．しかしながら，チップ間やチップ内配線など，

数 mm オーダー以下の領域での使用を仮定する場合，大きな問題にはならないと考えられる．
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また，横方向の光閉じ込めに関しては，通常の面発光レーザと同様に酸化層を用いることで

可能であり，細部構造は 2.4節において示す． 

 

図 2.4 計算モデル：ブラッグ反射鏡導波路の断面図 

図 2.5 スローダウンファクター及び構造分散の波長依存性 
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 ここで，スローライトモードの放射角について考える．スローライトモードは大きな伝搬角で伝

搬するモードであるが，上部へ放射する光の放射角を考えた場合，その角度は小さいことを意

味する．図 2.6 に示すブラッグ反射鏡導波路における放射のモデルに示すように，光線幾何

学を基に波数ベクトルを用いて考えると，スローライトモードの放射角rはスネルの法則より 

                                                                𝑠𝑖𝑛 𝜃𝑖 = √1 − (
𝑘𝑐
𝑘𝑖𝑛
)
2

                                                                

                                                                            = √1 − (
𝜆𝑖𝑛
𝜆𝑐
)
2

                                                   (2.6)  

                                                              𝑠𝑖𝑛 𝜃𝑟 = 𝑛𝑤𝑔 𝑠𝑖𝑛 𝜃𝑖                                                                        

                                                                             = 𝑛𝑤𝑔 ×√1 − (
𝜆𝑖𝑛
𝜆𝑐
)
2

                                      (2.7)  

と表すことができる．図 2.7 はブラッグ反射鏡導波路における偏向角（後述のビーム偏向器で

の定義と統一するため，放射角は偏向角として表現する．）の波長依存性の計算結果であり，

数値解析によるもの（破線）及びモードマッチング法によるシミュレーション解析によるもの（実

線）を示している．また，スローダウンファクターは先述のものと同様である．両解析手法での

傾向は概ね一致している．両解析手法において値が完全に一致しないのは，図 2.6のモデル

に基づく数値解析では，DBR への光の染み出しが考慮されていないためである．図 2.7 より

カットオフ波長近傍ではスローライトモードの放射角は 0°に近いことがわかる．これはスローラ

イトモードが 90°に近い角度で伝搬するためであり，スローライトデバイスの遠視野像

（Far-Field Patten：FFP）を観察することにより，デバイスを伝搬するモードがスローライトモ

ードか否かを判断することができる．また．ブラッグ反射鏡導波路における，偏向角の波長依

存性が大きいことは，高解像度ビーム偏向器実現の可能性を示唆する．これは第 5 章にて扱

う． 
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図 2.6 ブラッグ反射鏡導波路における放射モデル 

図 2.7 ブラッグ反射鏡導波路における偏向角及びスローダウンファターの波長依存性 

破線：モデルに基づく数値解析結果， 

実線：モードマッチング法に基づく数値シミュレーション結果 
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2.3 面発光レーザとスローライト導波路の横方向集積のモデリング 

 

 次に，本研究で提案する面発光レーザとスローライトデバイス（機能デバイス）の新しい集積

手法について議論する．構造及び光結合の原理について述べるとともに，フィルムモードマッ

チング法を用いたモデリングにより提案する集積手法の有効性について示す． 

 

2.3.1 構造と原理 

 本研究で新しく提案する面発光レーザとスローライトデバイスの集積手法は，従来の垂直方

向の集積手法とは構造・光結合の方法ともに全く異なるものである．図 2.8 に提案する構造を

示す．面発光レーザとスローライトデバイスをモノリシックに集積した構造となっており，面発光

レーザの特徴である2次元アレーを可能にする．よって，集積化によるコスト面でデメリットは想

定されない．提案構造の特徴は， 

(1) 上部反射鏡の反射率を 100%近くまで高めることにより，垂直方向に対する光閉じ込めを 

  行う． 

(2) 面発光レーザとスローライトデバイス間に微小酸化膜を形成することによる光の染み出し

を利用した横方向光結合を用いる． 

(3) スローライトデバイスに結合した光は，損失補償，変調または偏向され，上部DBRの反射 

  率を下げることにより外部へ取り出す． 

 それぞれの特徴について補足する．(1)について，通常の面発光レーザの出力は垂直方向

から取り出し，その本質はミラー損失である．本集積構造においては，光を横方向に集積した

スローライトデバイスに結合させることを想定しているため，垂直方向成分は損失となる．よっ

て，通常の面発光レーザとは異なり，上部 DBRを高反射率ミラーにすることで垂直方向成分 
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を抑制し，共振器内に光を閉じ込める．(2)について，通常の面発光レーザでは酸化膜により

横方向に対して 100%の光閉じ込めを行う．この酸化膜はスラブ導波路のクラッド層に相当す

る．クラッド層の厚さを薄くしていくと，クラッド層による光の閉じ込め効果が弱くなり伝搬放射モ

ードとなる．この原理を本集積手法に適用する．共振器内に閉じ込めた光を横方向に結合さ

せるため，面発光レーザとスローライトデバイス間に微小酸化膜を形成し，スローライトデバイ

ス側に光が漏れる構造を設ける．これにより，共振器内から横方向に光が漏れ出し，これが横

方向に結合する成分となる．また，この漏れ成分は通常の面発光レーザのミラー損失に当たり，

ミラー損失が横方向への放射損失に変換されたことになる．以上を図示すると図 2.9 のように

なる[8]．また，横方向への結合成分の制御は，酸化膜の幅の制御だけでなく，レーザの共振

波長の制御によっても行うことができる．面発光レーザから染み出す光の伝搬方向の波数ベク

トル成分(kz)が小さい場合，横方向に染み出す光の量が制限されてしまう．しかしながら，面発

光レーザの酸化アパチャー径を小さくすることにより，共振モードの伝搬定数が小さくなり共振

図 2.8 面発光レーザとスローライトデバイスの集積構造（断面図） 
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波長が短波長側にシフトする[9,10]．これにより，横方向の波数成分を増加させることできる

（図 2.10）．（３）について，本研究では集積するスローライトデバイスとして，SOA，EA 変調器

及びビーム偏向器を想定している．スローライトデバイス領域に対し電流注入及び電圧印加を

行うことで，それぞれの機能デバイスとしての機能を果たす．細部原理は第 3章～第 5章にお

いて機能デバイス毎に説明するが，このように損失補償，変調または偏向された光は，上部ミ

ラーの反射率を 100%近くある高反射率から低下させることで，放射光を出力光として取り出

すことができる． 

 本集積構造を用いることで，面発光レーザ共振器により励振されたスローライトモードを直接

図 2.9 光閉じ込め層の厚さによる光閉じ込め率の制御 

(a) スラブ導波路，(b) 面発光レーザ 

(a)  

(b)  
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スローライトデバイスに結合させることができるため，スローライトデバイスにおける光結合の課

題克服が期待できる．また，垂直方向集積における課題であった戻り光抑制による安定動作

が期待できる．加えて，後に示すように製作プロセスも簡易なものであり，コスト面からも優位な

構造であると考えられる． 

 

 

 

図 2.10 アパチャー径による共振波長 

(a) 通常のアパチャー，(b) 微小アパチャー 

(a)  

(b)  
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2.3.2 横方向集積における結合効率 

 先ず，提案する集積手法の有用性を検討するため，フィルムモードマッチング法を用いて横

方向への光結合効率の計算を行った．計算モデルを図 2.11 に示す．スローダウンファクター

及び構造分散の波長依存性を計算した際の計算モデルに微小酸化膜を設けた構造である．

吸収損失を除くため，スローライト導波路は利得や吸収のないパッシブな導波路を仮定し，上

部・下部DBRともにAl0.16Ga0.84As/ Al0.92Ga0.08As 4ペア rを仮定することで，垂直方向への

光の放射を抑制している．酸化層厚は d = 30nm，カットオフ波長はc = 980nmで設計を行

った．計算における偏向はTEモードのみを仮定しているが，2.2節で示したようにスローライト

モードの偏向依存性は小さい．面発光レーザとスローライト導波路間の酸化膜の幅 w は横方

向へ漏れ出す光の量を調整するパラメータとなる．また，活性層と酸化層の間に DBR を挿入

することによっても結合量を調整可能である．デバイスの横方向（図2.9の左側）からスローライ

トモードを励振させると，左側の反射面と酸化膜により形成される共振器により，面発光レーザ

の共振モードが励振されるため，図 2.11に示す計算モデルにより，面発光レーザからスローラ

イト導波路への横方向光結合効率を計算することができる．このようにして定義される共振器

の幅は 3.2m とした． 

 
図 2.11 横方向光結合の計算モデル 
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 図 2.12 は横方向光強度分布の計算結果である．異なる酸化膜幅 w について示しており，

活性層と酸化層の間には 1 ペアの DBR が挿入されている．面発光レーザ共振器により直接

スローライトモードが励振されており，面発光レーザからスローライト導波路への横方向光結合

が確認できる．横方向への結合効率は，面発光レーザの上部 DBRの反射率が十分に高い

と仮定すると，次式で表される． 

                                                                   
1

𝜏𝑜𝑢𝑡
=
𝑣𝑔|𝐸0|

2𝑑𝑦

∬|𝐸|2𝑑𝑦𝑑𝑧
                                                          (2.6) 

                                                            𝜂 =
1 𝜏𝑜𝑢𝑡⁄

1 𝜏𝑖𝑛𝑡⁄ + 1 𝜏𝑜𝑢𝑡⁄
                                                       (2.7) 

 ここで，∬|𝐸|2𝑑𝑦𝑑𝑧 は横方向 z及び垂直方向 yに沿った面発光レーザ共振器内部強度の

積分値，𝐸0 は面発光レーザとスローライト導波路の境界の電界強度，𝑣𝑔 はスローライトモー

ドの群速度である．また，面発光レーザ内部の吸収損失は 20cm-1 と仮定しており，𝜏𝑖𝑛𝑡 =

5.9ps に相当する．各式の物理的な意味を考えると，式(2.6)は面発光レーザ共振器外への

単位時間当たりの放出損失，式(2.7)は面発光レーザ共振器における全損失に対する放射損

失の割合を表す．つまり，式(2.7)が表す結合効率は，通常の面発光レーザの外部量子効率

に相当する．図 2.13は酸化膜の幅 w に応じた横方向光結合効率，図 2.14は活性層と酸化

層の間に 1ペアのDBRを挿入した場合の過剰損失の割合を示す．酸化膜を狭くすることで，

横方向へ染み出す光の量が増加し，結合効率が増加することがわかる．また，活性層と酸化

層の間に DBR を挿入すると，更に結合効率を高めることができる．ただし，横方向への放射

損失は先述のとおり，通常の面発光レーザのミラー損失に相当するため，結合効率を高くする

ために酸化膜の幅を狭くすることは，通常の面発光レーザの上部DBRのペア数を減少させる

ことを意味し，しきい値の上昇を生む．よって，結合効率の最適値の目安は，通常の面発光レ

ーザの外部微分量子効率と同程度の 50%となる．図 2.13 より，50%以上という従来の面発光
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レーザと同程度の高い効率が得られることがわかる．また，図 2.14より微小酸化膜での過剰損

失は数%オーダーと非常に小さい値であり，しきい値の上昇をもたらす余分な損失は無視でき

るため，提案構造によるスローライトモードの励振方法は有効であり，面発光レーザとスローラ

イトデバイスの集積化の可能性が示されていると言える． 
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

図 2.12 横方向光強度分布（DBR1ペア挿入） 

(a) w = 1m，w = 2m，w = 5m 

(a) 

(b) 

(c) 
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図 2.13 横方向光結合効率 

図 2.14 共振器全損失に対する過剰損失の割合 
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2.4 スローライト導波路集積デバイスの製作及び特性評価 

 

 提案する集積デバイスの構造は，面発光レーザとスローライトデバイスのモノリシック集積構

造であるので，その製作プロセスは通常の面発光レーザと同様であり，簡易なプロセスである

と言える．本節では，実際に製作したスローライト導波路集積デバイスの構造及び製作プロセ

スについて説明するとともに，諸特性について議論する． 

 

2.4.1 デバイス構造 

 集積デバイスの製作に用いたのは通常の面発光レーザのエピ構造を持つ半導体ウエハで

あり，その構造は図 2.15に示すとおりである．集積デバイスは，Al0.16Ga0.84As/Al0.92Ga0.08As 

26ペアの上部DBR，Al0.16Ga0.84As/Al0.92Ga0.08As 40ペアの下部DBRにより，In0.2Ga0.8As 

の 3重量子井戸を含む共振器を挟む構造である．また，横方向の光閉じ込め構造は水蒸気

酸化により形成し，面発光レーザの垂直方向出射は上部 Au 電極により抑制される．2.3 節で

図 2.15 面発光レーザとスローライト導波路集積デバイスの概略図 



 

第 2章 面発光レーザとスローライト導波路の横方向集積 

 

55 

 

示した集積構造では，面発光レーザとスローライト導波路間に微小酸化膜形成を仮定してい

たが，その形成方法は未確立である．よって，図 2.15 に示すように，微小酸化膜を設けない

構造を採っている．面発光レーザの活性領域は 4m×10m（幅方向×長さ方向）で設計して

いるが，長さ方向の利得領域は面発光レーザ上部電極の位置により等価的な長さとして定義

される．ウエハのエタロン波長とフォトルミネッセンス（Photoluminescence：PL）ピーク波長間

のオフセット波長は 20nmである． 

 

2.4.2 製作プロセス 

 次にデバイスの製作プロセスについて，概略図と用いて説明する．製作プロセスは図 2.16

に示す順序で進められる． 

 先ず，フォトリソグラフィーによるメサ形成用のパターニングを行う．フォトレジストには

AZ5240NJ（AZ ELECTRONIC MATERIALS社製）を用いている．また，半導体ウエハ表

面にスパッタされている SiO2 との密着性を助けるために，フォトレジストを塗布する前に OAP

という密着補助剤を用いた．露光後，現像液（AZ developer）により現像を行う．最後に，次の

プロセスで行う誘導結合プラズマ（Inductively Coupled Plasma：ICP）エッチング時に障害

となるため，フォトレジストの箇所以外の SiO2 をバッファードフッ酸（BHF）によりエッチングす

る． 

 ICPエッチングにより，ウエハ表面から約 5m程度のエッチングを行う．エッチングの深さは，

上部DBRのペア数に応じて変える必要がある．ここでの ICPエッチングの目的は素子分離で

あるが，電流注入に伴う活性領域でのキャリア広がりを抑制するため，活性層下部までエッチ

ングを行うことを着眼とする．ICP エッチング終了後は，フォトマスクとして用いた AZ を除去す

る． 
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図 2.16 製作プロセス 
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 水蒸気酸化プロセスを行う前に，ICP エッチング後に生じた自然酸化膜をアンモニア水溶

液により除去する．これには酸化膜形成の不均一性を抑制する目的がある．水蒸気酸化は，

アルミニウム組成の高い層が高温水蒸気化において低屈折率絶縁膜である AlxOy に変化す

ることを利用し[11]，電流及び光閉じ込め構造を形成するプロセスである． 

 先述のパターニングプロセスにより，AL ポリマー（旭硝子社製）をメサ周囲に塗布し，メサの

保護及び絶縁構造を形成する．その後，キュアによりガラス転移させる． 

 メサ表面のSiO2をBHFによりエッチングし，GaAsコンタクト層を露出させる．p電極蒸着用

のパターニングの際，次のリフトオフプロセスを容易にするため，AZ の下に PMGI（Micro 

Chem 社製）を塗布し，真空蒸着器により電極を蒸着する．p 電極を形成する材料は，Au / 

Zn / Auである． 

 Remover-PG（Micro Chem 社製）によりリフトオフを行い，続いて n 電極を蒸着する．n 電

極を形成する材料は，AuGe / Auである． 

 最後にアニールプロセスにより，金属と半導体界面のオーミック接触を形成する[12,13]． 

 以上のプロセスにより，集積デバイスは製作される（図 2.17）． 

 

図 2.17 スローライト導波路集積デバイス 

(a) レーザ顕微鏡画像，(b) 赤外顕微鏡画像 

(b)  (a)  
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2.4.3 面発光レーザからスローライト導波路への横方向光結合 

 面発光レーザからスローライト導波路への横方向光結合の確認は，先述の通り FFP の観察

により得られる．面発光レーザの発振波長はスローライト導波路のカットオフ近傍であると予想

されるので，数°の角度成分を持つ FFP が観測されればそれはスローライトモードが面発光レ

ーザにより直接励振され，スローライト導波路に結合していると判断できる．また，NFP の観察

も同時に行うことで伝搬距離を見積もることができる． 

 図 2.18 は FFP 及び NFP 観察のための測定系である．面発光レーザへの電流注入により

レーザ発振するが，図2.17のように面発光レーザ上部は電極で覆われているので，垂直方向

成分は抑制される．よって，横方向に結合した光の FFP 及び NFP を観察することができる．

また，NFP及び FFPの分解能はそれぞれ 0.7m と 0.02°である． 

  
図 2.18 FFP/NFP測定系 



 

第 2章 面発光レーザとスローライト導波路の横方向集積 

 

59 

 

 図 2.19は面発光レーザに 2.5mAの電流注入を行った時の NFP及び FFPである．面発

光レーザへの電流注入量の調整は FFP を観察しながら調整を行った．NFP の観察結果より，

面発光レーザからスローライト導波路への横方向光結合が確認できる．NFP から伝搬距離は

約 20m であることが確認できるが，これは放射損失及び吸収損失により制限されている．ま

た，FFPの観察結果より偏向角は約 9°であることが確認でき，第 2章 2.2節の図 2.7 よりスロ

ーダウンファクター≒20 のスローライトモードが，面発光レーザからスローライト導波路に結合

していることが確認できる．また，0°付近に強度ピークは確認できないことに加え，マイナス方

向の成分も確認できないことから，上部電極による面発光レーザの垂直方向成分が抑制でき

ているとともに，スローライト導波路から面発光レーザへの戻り光が抑制されていると理解でき

る． 

 以上より，面発光レーザとスローライト導波路の横方向集積の実証に初めて成功した．スロ

ーライト導波路部に電流注入を行うことによりSOA集積，電圧を印加することによりEA変調器

集積が可能である．変調器集積の場合においては，帯域を制限する要因となる戻り光が抑制

できる事実は重要である．また，詳細は第 5 章で述べるが，ヒーターを集積することにより熱駆

動のビーム偏向器を集積することが可能である．面発光レーザとスローライト導波路の集積化

に成功したことにより，上記機能デバイスの他，様々な機能デバイス集積の可能性があり，面

発光レーザの高性能化・高機能化が期待できる．  
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2.5 横方向光結合モードの制御 

 ここで，面発光レーザのモード制御について考える．通常の面発光レーザでは図 2.20 (a)に

示すように，酸化アパチャー周囲に低屈折率酸化膜を形成することにより電流及び光を閉じ

込め，レーザの共振モードを選択する．しかしながら，プロセス上の観点から，製作した集積デ

バイスには長さ方向に対して光閉じ込めがない構造となっている．よって，どのようにしてレー

ザの共振モードが選択されているかが不明確であり，横方向光結合を安定して得るためには

図 2.19 測定結果 (a) NFP，(b) FFP 

(a) 

(b) 
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問題であると考える．現状，モデリングと同様の微小酸化膜を形成することは困難であるが，図

2.21 のようにくびれ構造を形成することで長さ方向に対しても屈折率変化を持たせることがで

きる．この構造によりモード選択ができる可能性がある．また，モデリングにおいて結合効率は

微小酸化膜の幅により制御していたが，くびれ構造の場合はくびれ具合により結合効率の制

御が可能であると考えられる．長さ方向に対して屈折率変化を持たせることが目的であり，そ

のためにくびれ構造が最適であるという結論には達しないが，長さ方向に屈折率変化を形成

する構造の 1例として検討を行う． 

 

 

図 2.20 光閉じ込め構造 (a) 通常の面発光レーザ，(b)  集積デバイス 

図 2.21 くびれ構造による光閉じ込め 

(a) (b) 
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 実際にくびれ構造を持つデバイスを製作し，その特性を評価した．デバイスのエピ構造はエ

タロン波長と PL ピーク波長間のオフセット波長が 25nm であること以外は同様である．図

2.22(a)は製作したデバイスのレーザ顕微鏡画像，(b)はデバイスの赤外顕微鏡画像である．

図 2.22(b)における赤い点線の内側が非酸化領域である．くびれ構造により，図 2.21 に近い

構造が形成されていることがわかる．また，面発光レーザ上部には垂直方向成分を抑制する

高反射ミラーは形成していない．これは，後述する横方向光結合効率を見積もるためである． 

    

 先ず，レーザの基本特性として電流対光出力（I-L）特性を測定した（図 2.23）．しきい値が

0.7mA と若干大きな値となっているのは，面発光レーザの利得領域が大きいためであり，利

得領域を微小にすることによってもしきい値の低下は可能である．I-L 特性におけるキンクは，

電流注入量の増加に伴うモード変化が起こっている点であり，図 2.24 に示すスペクトル特性

においてその様子が確認できる．また，スペクトル測定における空間分解能は高いことから，

面発光レーザ領域またはスローライト導波路領域にファイバーを移動させることにより，面発光

レーザからスローライト導波路に結合する光を分離することを試みた．図 2.25に面発光レーザ

図 2.22 くびれ構造を持つ集積デバイス 

(a) レーザ顕微鏡画像，(b) 赤外顕微鏡画像 

(b)  (a)  



 

第 2章 面発光レーザとスローライト導波路の横方向集積 

 

63 

 

に 3mA の電流注入を行った時のスペクトル特性を示す．面発光レーザ領域ではマルチモー

ドであることが確認できるが，スローライト導波路領域ではシングルモードである．よって，くび

れ構造によるモード選択が確認できる．この原理はテーパー導波路をモデルに以下のように

理解できる．図 2.26 に示すテーパー導波路においては，各モードにおけるカットオフ条件は

コア厚に依存する．よって，VCSEL 共振器内では多モードであるが，くびれ構造によりスロー

ライト導波路に結合するモードが選択され，シングルモードになっていると理解できる．ただ

図 2.23 I-L特性 

(a) 注入電流 3.8mA，(b) 注入電流 4mA 

図 2.24 スペクトル特性の注入電流依存性 

(a)  (b)  
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し，長波長側の波長が抑制されているのは原理から考えると矛盾するが，これは後述の FFP

の測定結果（図 2.27）から判断するに，VCSEL 共振器内で主たるモードが高次モードシング

ルモードであることに加え，長波長側の波長の方がスローダウンファクターが大きく，巨大な吸

収損失を持つためと考えられる．また，くびれ構造導入により，横方向光結合素子の歩留まり

は向上しており，モード安定化の可能性が確認できた．面発光レーザの酸化アパチャー径を

より小さくし，サイドモードを抑圧することによるシングルモード化により，高効率での横方向光

結合が期待できる． 

 

 

(a) 面発光レーザサイド，(b) スローライト導波路領域 

図 2.26 テーパー導波路におけるカットオフ条件 

図 2.25 スペクトル特性の観測点依存性（注入電流：3mA） 

(a)  (b)  
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 次に，FFP の観察を行った．測定系は先述のとおりである．面発光レーザへの電流注入量

が 1.5mA の時，図 2.27 に示すように偏向角は約 9.5°であり，2.2 節の図 2.7 よりスローダウ

ンファクター≒17 のスローライトモードが，面発光レーザからスローライト導波路に結合してい

ることが確認できる．また，FFP において面発光レーザの垂直方向成分と，横方向に結合した

スローライトモード成分が空間的に分離できている．よって，面発光レーザからスローライト導

波路への横方向光結合効率は，I-L特性及びFFPの観察結果より見積もることができ，約5%

であることが分かる．この結合効率は非常に小さい値であり，結合効率改善の策を講じる必要

がある．以下に結合効率改善のための策を挙げる． 

(1) 面発光レーザ上部への高反射ミラー形成による，垂直方向出射の抑制 

 集積デバイスにおいて垂直方向成分は損失になるので，モデリングのように高反射ミラーに

より垂直方向出射を抑制する必要がある．今回の集積デバイスにおける結合効率が低いのは

必然と言える．垂直方向成分抑制により，結合効率は約 3倍改善されると見積もられる． 

(2) 面発光レーザの酸化アパチャー微小化による，マルチモード発振の抑制 

 先述の通り，横方向に結合せずに共振器内に留まる成分は損失となるため，サイドモードを

抑制し，シングルモード動作により効率化を図る必要がある． 

(3) くびれ具合の調整 

 くびれ構造を用いた場合の横方向への光の結合量は，くびれ具合大きく依存する．くびれ

具合により図2.21で示した等価屈折率分布が変化する．極端にくびれを入れしまうと，通常の

面発光レーザと同様に横方向に対して 100%の光閉じ込め構造を形成してしまう．一方，くび

れが弱すぎると，先述のくびれ構造の無い構造に近くなってしまい，光閉じ込め構造が形成で

きず共振モードが安定しない． 

 以上 3つの策を組み合わせることにより，結合効率の大幅な改善が見込まれる． 
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図 2.27 FFP の観測結果 
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2.6 まとめ 

 第 2 章ではブラッグ反射鏡導波路における低群速度伝搬（スローライト）生成の原理につい

て述べるとともに，その本質がブラッグ反射鏡導波路における巨大な構造分散であることをフィ

ルムモードマッチング法を用いた数値解析により示した．また，本研究で提案する面発光レー

ザとスローライトデバイスの横方向集積について，その構造及び光結合の原理を示した．モデ

リングにより提案構造による集積化の可能性を示すとともに，実際にスローライト導波路集積デ

バイスを製作し，面発光レーザから直接スローライトモードが励振され，スローライト導波路に

結合することを初めて実証した．くびれ構造導入による，面発光レーザの共振モード制御の可

能性を示すとともに，横方向への結合効率の見積り及び結合効率向上の策について議論した．

本集積構造を用いて，SOA，EA変調器及びビーム偏向器など様々な機能デバイスを面発光

レーザに集積できる可能性がある． 
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第 3章  

面発光レーザとスローライト光増幅器の横方向集積 

 

3.1 緒 言 

 

 面発光レーザは第 1 章で述べたように，その優れた特徴を生かし様々な用途で広く用いら

れている．しかしながら，面発光レーザのシングルモード出力はその小さな活性層体積が故に

制限され，面発光レーザの活躍の場を制限している．例えば，高出力シングルモード面発光

レーザを実現できれば，10km 以上の伝送領域において面発光レーザを適用できる可能性

があり，DFB レーザに取って代わることが可能であると考えられる[1]．一般的に面発光レーザ

出力の高出力化のためには活性層体積拡大が鍵となる．しかしながら，高出力化のための活

性層体積拡大とシングルモード化は表裏一体の関係にあり，シングルモード出力の向上を妨

げている．よって，活性層体積を拡大した上で，高次モードを抑制することによりシングルモー

ド出力向上の取り組みがなされてきた．高次モード抑制の手法の例として以下のような手法が

挙げられる． 

(1) ミラー損失を利用する手法 

(2) 吸収損失を利用する手法 

(3) ミラー損失と吸収損失ともに利用する手法 

(4) 散乱損失を利用する手法 

 以上の手法を用いた報告例を図 3.1 に示す．以下，それぞれの手法について簡単に紹介
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する． 

 先ず(1)のミラー損失を利用する手法は，シングルモードと高次モードの強度分布の違いを

利用し，高次モードの強度ピークの領域での反射率を低下させることにより，高次モードの発

振を抑制するものである．この原理を利用した報告では，5～6m の酸化アパチャー径の面

発光レーザにおいて 1～5.7mW のシングルモード出力が達成されている[2-4]．また，位相を

制御する手法を更に加えることで 6.5mWが達成されている[5]． 

 (2)の吸収損失を利用する手法としては，金属により物理的に高次モードの強度ピークを抑

制するのが最も簡単な方法である[6,7]．また，結果的に半導体／空気界面の反射率に比べ，

半導体／金属界面の反射率が小さいことにより，高次モードのミラー損失が相対的に大きくな

ることも，高次モード抑制の一端を担っている．この原理を利用した報告では，3.5m の酸化

アパチャー系の面発光レーザにおいて 3.4mWのシングルモード出力が達成されている[7]． 

 (3)のミラー損失と吸収損失ともに利用する手法としては，高次モードの強度ピークの領域に

Zn を拡散させることにより，その領域での自由キャリア吸収を増加させるとともに，反射率を低

下させるものがある[8]．この原理を利用した報告では，5m の酸化アパチャー径の面発光レ

ーザにおいて 7.3mWのシングルモード出力が達成されている[8]． 

 (4)の散乱損失を利用する手法としては，ポストプロセスにおいてデバイス表面に高次モード

を抑制する構造を形成するものがある．高次モードの強度ピークの領域に三角孔と呼ばれる

形状をシリンダー状に形成することで，高モードを積極的に抑制しようとするものである．この

原理を利用した報告では，14mの酸化アパチャー系の面発光レーザにおいて 7mWのシン

グルモード出力が達成されている[9]． 

 これらの他，回折損失を利用する手法やキャリアの分布を利用する手法によるシングルモー

ド出力の高出力化の報告がなされている[10,11]．しかしながら，いずれの報告でも未だ
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10mW を超える出力を得られていないことに加え，再成長やポストプロセスなどの複雑且つ多

くのプロセスが必要であり，その制御も精密に行う必要がある．現在のところ，高出力化のアプ

ローチとして有効な手段は報告されていない．面発光レーザ単体では困難であった高出力化

のアプローチであったが，SOA との集積化により実現の可能性が考えられる． 

 第 2章では面発光レーザとスローライト導波路の横方向集積を実証した．スローライト導波路

領域に電流を注入することにより，スローライト導波路はスローライト光増幅器へと置き換わる．

本章ではスローライト光増幅器集積による面発光レーザの高出力化について，モデリングによ

る検討を行うとともに，製作した光増幅器集積デバイスの実験結果について述べる． 
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図 3.1 高出力シングルモード面発光レーザの報告例 
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3.2 スローライト光増幅器集積のモデリング 

 

 面発光レーザの横方向に集積したスローライト導波路に電流を注入することで，面発光レー

ザとスローライト SOA の集積化が可能である．しかしながら，スローライト SOA はその構造が

故に通常の SOA と同様とは異なる方法で光出力を取り出す必要がある．図 3.2 は通常の

SOA とスローライト SOA の概略図である．通常の SOA では図の左側からの入力光が SOA

内で増幅され，その増幅された光は右側の端面で取り出される．この時，SOA 端面には無反

射コーティングを施すことで共振構造を形成せず，レーザ発振を抑制している．一方，スロー

ライト SOA の場合に同様の方法で光出力を取り出そうとした場合問題が起きる．それは電流

注入に伴うレーザ発振を構造上抑制が困難であるということである．スローライト SOA は言い

換えれば巨大な面発光レーザである．そのため電流注入量を増やしていくとしきい値に達し，

レーザ発振してしまう．垂直方向の共振を抑制する構造を取り入れることで，通常の SOA と同

様に増幅された光を端面から取り出すことが可能ではあるが，そこにはこれまでの報告例のよ

うに複雑且つ多くのプロセスが必要となってしまう．そこで，通常のSOAでは不可能であるが，

スローライト SOA が故に可能な光の取り出し方を採用する．図 3.2(b)に示すように，放射光を

取り出す方法である．この場合，放射損失と吸収損失を補償する電流を注入することで，SOA

の長さに対して放射光強度は一定となる．SOA利得は入力光強度対放射光強度の積分値で

示される．また，放射光強度の本質は放射損失であるので，白紙的にはミラー損失が大きい，

つまり上部DBRのペア数は少ない方がよいが，注入可能な電流密度の範囲で設計する必要

がある．このようにして設計されるスローライト SOAの小信号利得は SOAの長さに，飽和出力

は上部 DBR の反射率を低下させ放射損失を増加させるとともに，注入電流を増加させること

で向上させることができる． 
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 先ず，スローライトSOA集積化による面発光レーザの高出力化の検討するため，フィルムモ

ードマッチング法を用いて上部 DBR のペア数に応じた導波路損失を求めた．導波路損失に

は放射損失及び吸収損失が含まれる．計算モデルは，第 2章で用いたモデルと同様であるが，

面発光レーザとスローライト導波路間の酸化膜の幅は 2m，活性層と酸化層の間に 1 ペアの

DBR を挿入している．また，スローライト導波路の上部 DBR（p 型半導体）及び下部 DBR（n

型半導体）にそれぞれ 10cm-1，5cm-1 の吸収損失を仮定し，3 重量子井戸を含む共振器を

設けた． 

 図 3.3はスローライト導波路の上部 DBRのペア数に応じた放射損失及び吸収損失である．

上部DBRのペア数が 12ペアの場合の導波路損失は 5000cm-1程度となり，これを補償する

ために必要な電流密度は20kA/cm2以上が見積もられる．電流密度は通常の面発光レーザと

同様に 10kA/cm2程度を上限と定めると，上部DBRのペア数が 13ペアの時に最も高出力と

なると見積もられる． 

図 3.2 各 SOAの概略図 

(a) 通常の SOA，(b) スローライト SOA 

(a) 

ト

SOA 

(b) 

ト

SOA 
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 次に，スローライト導波路の量子井戸に材料利得を仮定することで，スローライト SOA 集積

のモデリングを行った．フィルムモードマッチング法においては活性層に利得係数を仮定する

ことにより，電流注入動作を再現する．よって，材料利得を電流注入密度に変換するために以

下の式を用いた[12]． 

                                                                  𝑔 = 𝑔𝑜 𝑙𝑛 [
𝛮 + 𝛮𝑠
𝛮𝑡𝑟 +𝛮𝑠

]                                                           (3.1) 

                                                                  𝐽 =
𝑞𝑑(𝐵𝑁2 + 𝐶𝑁3)

𝜂𝑖
                                                           (3.2) 

 ここで，Nはキャリア密度，Ntrは透明キャリア密度，goは利得定数，Nsは利得飽和の効果を

表す定数，qは電気素量，dは活性総厚，B及び Cは再結合係数，Jは SOAへの注入電流

密度，i 内部量子効率である．ただし，フィルムモードマッチング法における内部量子効率は

100%である． 

 図3.4はスローライトSOAに異なる電流密度を仮定した場合の放射光の横方向光強度分布

であり，上部 DBR のペア数は 13 ペアである．電流注入密度は 8.9kA/cm2と 4.6kA/cm2を

図 3.3 スローライト導波路上部 DBRのペア数に応じた導波路損失 
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仮定した．注入電流密度の増加に伴い損失が補償されており，伝搬距離が増加している様子

が確認できる．ここで，スローライト SOA の飽和特性を考える．しかしながら，フィルムモードマ

ッチング法では利得飽和の影響が考慮されないため，解析手法として適切ではない．よって，

以下のレート方程式を用いてスローライト SOAの飽和特性の計算を行った． 

                                                      

{
 

 
𝑑𝑁

𝑑𝑡
=
𝜂𝑖𝐼

𝑞𝑉
− (𝐵𝑁2 + 𝐶𝑁3) − 𝑓𝑣𝑔𝑔𝑆

𝑑𝑆

𝑑𝑧
= {𝑓𝛤𝑔 − (𝛼𝑟 + 𝛼𝑖)}𝑆                 

                                       (3.3)  

 ここで，Nはキャリア密度，Sは光子密度，Iは SOAへの注入電流，Vは SOAの活性層体

積，q は電気素量，iは内部量子効率，B 及び C は再結合係数，vgは群速度，は光閉じ込

め係数，gは利得係数，rは放射損失，iは内部損失，zは伝搬方向をそれぞれ示す．また，

fは第 2章 式(2.2)で定義されるスローダウンファクターである．  

図 3.4 異なる電流密度を仮定したときの横方向光強度分布（上部 DBR：13ペア） 
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 放射光をマルチモードファイバーに直接結合させることを仮定すると，取り出せる放射光強

度は以下の式で表すことができる． 

                                                                 𝑃𝑜𝑢𝑡 = ∫
(𝑆𝛼𝑟)𝑤𝑑𝑣𝑔ℎ𝜈

𝛤
𝑑𝑧

𝐿

0

                                               (3.4) 

 ここで，w は導波路の幅，d は活性層厚，h はプランク定数，は周波数，rは放射損失，

LはSOAの長さである．また，損失を完全に補償する理想状態では，小信号利得は以下の式

で表すことができる 

                                                                            𝐺 = 10 𝑙𝑜𝑔(𝛼𝑟𝐿)                                                        (3.5) 

 図 3.5は上部 DBRのペア数に応じたスローライト SOAの飽和特性である．注入電流密度

は損失を十分に補償するできる値を仮定した．また，SOA の長さは 50m を仮定した．上部

DBR のペア数の減少に伴い，得られる最大出力が増加していることがわかる．これは放射光

強度の本質が放射損失であるためである． 

 図 3.5 より，上部DBRのペア数が 13ペアの時に得られる出力が最大となり，この時電流密

度は 8.9kA/cm2である．図 3.6は横軸を入力光強度，縦軸を出力光強度に書き換えたもので

ある．これらにより，面発光レーザに50mの小型スローライトSOAを集積することにより7mW

を超えるシングルモード出力が得られる可能性がある（面発光レーザからの結合強度，すなわ

ちスローライト SOAへの入力光強度が 1mWの時）．スローライト SOAの導波路幅を 3m と

仮定すると，注入電流量は約 13mA となる．面発光レーザの動作電流を含めても，15mA 程

度が見積もられる．これまで報告されている 7mWを超える高出力面発光レーザにおける注入

電流量は，25mA[9]，23mA[10]と巨大であった．これらに比べると非常に小さい電流値であ

ると言える．一方，9mA[8]と小さな電流値で実現したという報告もなされているが，光電子光

学特性の精密な制御を必要とし，製作が非常に困難である．スローライト SOA 集積による面
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発光レーザのシングルモード出力の高出力化は，簡易な製作プロセスであるという点におい

ても有効な手法であると言える．  

 

図 3.5 スローライト SOAの飽和特性（上部 DBRのペア数依存性） 

図 3.6 スローライト SOAの入力光強度対出力光強度特性（上部 DBR：13ペア） 
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3.3 スローライト光増幅器集積デバイスの製作及び特性評価 

 

 モデリングにより，SOA 集積を集積することで通常の面発光レーザの数倍もの出力が得られ

る可能性を示した．面発光レーザの横方向に集積したスローライト導波路に電流注入をするこ

とにより，スローライト SOAの集積化が可能である．本節では，スローライト SOA集積化による

面発光レーザの高出力化について，その諸特性を基に議論するとともに，モノリシック集積で

あるが故に生じる課題について説明する． 

 

3.3.1 デバイス構造 

 集積デバイスの構造は，第 2 章で示したスローライト導波路集積デバイスと同様の構造であ

る．面発光レーザの利得領域が 12m×12mである点及び面発光レーザとスローライト SOA

間に電気的アイソレーション構造が形成されている点が異なる．また，エタロン波長と PL ピー

ク波長間のオフセット波長は 30nmである．図 3.7は完成したデバイスのレーザ顕微鏡画像で

ある．電気的アイソレーションは両デバイスの電極間に距離を設ける簡易な方法で形成されて

いる．第 2 章で説明したスローライト導波路集積デバイスの場合と同様に，両デバイス間には

微小酸化膜は形成されておらず，スローライト SOAと面発光レーザは直接結合されている．ス

ローライトSOAへの電流注入により，放射損失及び吸収損失を含む導波路損失を補償するこ

とができる．面発光レーザからスローライト SOA に結合した光は，上述のように損失補償され

ながら一部は放射光として外部へ取り出される．SOA への電流注入量を増加させることにより，

導波路損失を完全に補償することができ，放射光強度は一定の強度となる．この時，最も大き

な光強度が得られる理想状態となる． 
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 ここで，電気的アイソレーションについて考える．横方向集積はモノリシック集積であることで，

簡易な製作プロセスで面発光レーザと機能デバイスを集積することが可能である一方で，その

構造が故に両デバイス間に電位差が生じた場合に漏れ電流が生じてしまうという問題がある．

図 3.8は集積デバイスの等価回路であるが，両デバイス間の電気的アイソレーションが十分で

ない場合，面発光レーザ領域からスローライトSOA領域またはその逆方向に漏れ電流が流れ

てしまう．面発光レーザの動作を考えた場合，漏れ電流の存在はしきい値の変動を引き起こ

すことになり，望ましくない．本集積デバイスにおける，両電極間に距離を取る方法での電気

的アイソレーションでは十分な値が期待できない．例えば，両デバイス間に 2V の電位差を仮

定し，漏れ電流を 0.1mA 以下に抑制しようとした場合，20k以上のアイソレーションが必要

であるが，より完全なアイソレーションを確保するには Mオーダーが望ましい．本集積デバイ

スにおいては，十分なアイソレーションが確保できていないが，この点については第 4 章で改

善策を示す． 

図 3.7 スローライト SOA集積デバイスのレーザ顕微鏡画像（俯瞰図） 
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3.3.2 スローライト光増幅器によるレーザ出力の向上 

 先ず，面発光レーザの光出力／電圧対電流（I-L-V）特性を測定した（図 3.9）．しきい値が

大きいのは，面発光レーザの活性領域が大きい（12m×12m）ことに加え，スローライト SOA

領域には開放電圧がかかっており，漏れ電流が生じているためであると考えられる．活性領域

の微小化及び第 4 章で説明する漏れ電流抑制策を講じることにより，低しきい値化は可能で

ある．外部微分量子効率は約 9%であり効率が悪いが，これは上記理由に加え上部 DBR の

反射率が高いことにより，効率的に出力を取り出せていないためと考えられる．本集積構造に

おいては，先述のとおり放射光強度の本質は放射損失であるので，上部 DBR のペア数が多

く反射率が高い場合，放射損失が小さくなり，微分量子効率は低下する．この点におけるより

詳しい議論は第 4章にて取り扱う．また，注入電流 7mAにおけるスペクトルの測定を行った．

図 3.10は測定結果であり，第 2章で言及したように，スペクトル特性の空間分解能を利用して，

図 3.8 集積デバイスにおける等価回路 
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観測点を移動させて測定を行った．面発光レーザ領域から離れる方向に観測点を移動した場

合のスペクトルの変化を表している．面発光レーザ領域近傍ではピークが 2 つ確認できるが，

面発光レーザ領域から離れるに従って，短波長側のピークは著しく減少し，SOA 領域近傍で

は長波長側のピークのみが確認できる．放射損失及び吸収損失により，観測点が面発光レー

ザ領域から離れるに従ってスペクトル強度は減衰するものの，両者の減衰量には明らかに違

いがある．両者がスローライトモードであると仮定した場合，第 2 章で言及したように，通常は

短波長側の光の方がスローダウンファクターは小さいため，導波路損失は小さくなる．しかしな

がら，スペクトルの測定結果では短波長側の光の方が導波路損失が大きいと理解できる．一

方，本デバイスの利得領域は大きいため，面発光レーザ共振器内部はマルチモード発振であ

ると考えられる．よって，短波長側のピークはそれらの内，面発光レーザ上部電極端面から漏

れ出し，横方向に結合している光であり，高次モードであることから導波路損失が大きいため，

強度の減衰が著しいと考えられる． 

 

図 3.9 面発光レーザの I-L-V特性 
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 次に，面発光レーザをレーザ発振させた状態でスローライト SOAに電流注入を行うことによ

り，面発光レーザからスローライト SOAに結合した光の損失補償を行った．図 3.11はスローラ

イト SOA に異なる電流を注入した時の集積デバイスの I-L 特性であり，横軸は面発光レーザ

への注入電流量を示す．ただし，本集積デバイスにおいては両デバイス間に電位差が生じる

と漏れ電流が生じるため，その漏れ電流分を補正している．両デバイスの p 電極間のアイソレ

ーションは約 150と非常に小さい．漏れ電流分を補正した I-L特性より，SOAへの電流注入

図 3.10 スペクトル特性の観測点依存性 

(a) 面発光レーザ領域近傍，(b) 両デバイス間，(c) SOA領域近傍 

(a) (b) 

(c) 
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量の増加に伴い出力及びI-Lのスロープは増加しており，スローライトSOAによる損失補償動

作が確認できる．SOAへの電流注入量が 20mAの時，最大出力は 6mW，微分量子効率は

43%であることがわかる．微分量子効率は SOA への電流注入を行わない場合に対して約

7dB の向上が確認できる．また，I-L 特性からはしきい値の顕著な変化は見られないため，ス

ローライト SOAから面発光レーザへの戻り光が抑制されていると理解できる． 

 

 次にスローライト SOA からの放射光の NFP の観察を行った．スローライト SOA への注入

電流量は 10mA，15mA 及び 20mA とし，放射光を CCD カメラで捕らえることで観察を行っ

た．また，面発光レーザへの注入電流量は，漏れ電流を考慮して 15mA となるように調整した．

図 3.12はNFPの観察結果であり，(a)はCCDカメラの画像，(b)は横方向光強度分布である．

Position 0 [m]は面発光レーザ上部電極の端の位置を示し，その位置から結合した光は放

射する．50mのアイソレーション領域を挟み，Position 50 [m]からスローライト SOA領域と

なる．スローライトSOAへの注入電流量の増加に伴い，SOA領域への浸透長が増加している

図 3.11 SOAに異なる電流を注入した時の集積デバイスの I-L特性 

（漏れ電流分を補正） 
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ことがはっきり確認でき，これは損失補償がなされていると理解できる．ここで，横方向強度分

布を見ると，SOAの中心付近において強度が増加していることがわかる．これは SOAの電極

が 100m あることにより，電流密度の分布が不均一であるためと考えられる．また，アイソレー

ション領域において 10%近くもの強度が失われていることがわかる．これは結合効率を低下さ

せる要因となる．電気的なアイソレーションを確保するために，両デバイスの電極間に距離をと

ることとしたが，この領域では損失補償が効率的に行われないため，吸収損失及び放射損失

により光強度は減衰してしまう．よって，アイソレーション領域の短尺化が必要となる．これによ

り，最大出力の向上が見込まれる．また，モデリングのように，上部 DBR のペア数をより少なく

し，反射率を低下させることによっても出力の改善が見込まれる．さらに，本デバイスの導波路

幅は 12m と大きいため，電流注入の効率が悪いと考えられる．効率的に電流注入を行うた

めには導波路幅を狭くする必要があり，このことにより効果的な損失補償が期待でき，これは

出力の向上に直接つながる． 



 

第 3章 面発光レーザとスローライト光増幅器の横方向集積 

 

87 

 

 

図 3.12 NFP (a) CCDカメラ画像，(b) 横方向光強度分布 

(a)  

(b)  



 

第 3章 面発光レーザとスローライト光増幅器の横方向集積 

 

88 

 

 次に，スペクトル測定を行うことにより，横方向に結合した光の増幅度を見積もった．先述の

とおり，スペクトル測定の空間分解能は高いので，スローライト SOA への注入電流量に応じた

スペクトルをスローライト SOA 領域で測定することにより，増幅度を見積もることができる．図

3.13はスローライトSOAに異なる電流を注入したときのスペクトルピーク強度である．面発光レ

ーザへの注入電流は10mAとした．図3.13の挿入図に示す波長，つまり面発光レーザからス

ローライト SOA に結合した光の強度を SOA への注入電流量の変化に応じてプロットした．こ

の結果より，スローライトSOAへの注入電流量の増加に伴い，スペクトル強度は 15dB以上増

加していることがわかる．よって，スローライト SOA 全体からの放射強度は，注入電流量の増

加に伴い増加していることを示している．スペクトル測定ではSOA領域からの強度をすべて受

光できているわけではないので，実際にはより大きな増幅度であることが推定される． 

 

 

図 3.13 SOAに異なる電流を注入した時のスペクトル特性 
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3.4 まとめ 

 

 第 3 章ではシングルモード面発光レーザの高出力化のため，面発光レーザとスローライト

SOA 集積化について，その有用性をモデリング及び実験の両面から示した．モデリングにより，

50mの小型スローライト SOAを面発光レーザに集積することにより，従来の面発光レーザの

数倍の出力（> 7mW）が得られる可能性を示した．また，実際にスローライト SOA集積デバイ

スを製作し，スローライト SOA 領域への電流注入により，面発光レーザから直接励振されたス

ローライトモードの損失を補償することで，最大出力 6mW，7dB以上の微分量子効率の向上

を実証した．アイソレーション領域の短尺化及び上部 DBR のペア数を低下させることにより，

更なる出力の向上が見込まれる．本集積構造はこれまでの報告に比べ，非常に簡易なプロセ

スであり，面発光レーザのシングルモード出力の高出力化のための手法として有望であると言

える． 
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第 4章 面発光レーザとスローライト変調器の横方向集積 

 

4.1 緒 言 

 

 面発光レーザの高速化の取り組みについては第 1 章で述べた．しかしながら，高速化のた

めには大きな注入電流密度を必要とすることから，信頼性に課題があることに加え，更なる高

速化の要求に応えるには消費電力がボトルネックになると考えられる．よって，面発光レーザ

単体での高速化には限界があり，端面出射型レーザの場合と同様に外部変調器との集積化

が必要と考えられる．とりわけ，その高速応答性，低電圧動作及び他の変調器に比べ小型で

あることから，EA変調器が集積する光変調器として有望である[1,2]． 

 ここでEA変調器の動作原理を簡単に述べる．EA変調器には多重量子井戸への電圧印加

に伴い吸収端波長及び吸収係数が変化する，量子閉じ込めシュタルク効果（Quantum 

Confined Stark Effect：QCSE）が利用される．図 4.1に示すのは，印加電圧の変化に応じ

たエネルギーバンド変化であり，QCSE の模式図である．変調器へ逆バイアスを印加すること

により，図4.1(b)に示すようにエネルギーバンドは歪み，量子準位が変化することで無バイアス

時に比べバンドギャップは小さくなる．これにより，吸収端波長は長波長側にシフトする．図4.2

は EA 変調器による強度変調の様子を表している．図に示すように，変調器への入力光の波

長を定めると，無バイアス時は，光の吸収量は小さい状態であり，これがオン状態となる．一方，

逆バイアス時は，光の吸収量は増加し，これがオフ状態となる．このように，変調器への印加

電圧を変化させることで光の強度変調が行われ，デジタル信号を生成することができる． 
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図 4.1 印加電圧の変化に応じたエネルギーバンド図 (a) 電圧オフ，(b) 電圧オン 

図 4.2 EA変調器による強度変調の模式図 

(a) 

ト

SOA 

(b) 

ト

SOA 
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 このような動作原理を持つ EA 変調器の高速化及び低消費電力化のための設計論につい

て少し触れたい．EA 変調器の 3dB 周波数帯域は CR 時定数にのみ制限され，特に寄生容

量による影響が大きい．寄生容量は面積に比例するため，一般的に変調器サイズの小型化

（ここでは主として短尺化）により寄生容量の低減を図ることで高速動作を実現している．しかし

ながら，小型化することにより，短い距離で所望の消光比を得るにはより大きな吸収係数差を

実現する必要があり，必要な変調電圧は大きくなってしまう．一方，消費電力は変調電圧の 2

乗に比例するので[3]，変調電圧の低減が鍵となる．しかしながら，両者はトレードオフの関係

にあり，両立は困難である．近年，進行波電極を用いることにより，低消費電力かつ高速 EA

変調器を実証した報告はあるものの，変調器サイズは 200m 以上であり十分に小型であると

は言えない[4,5]． 

 以上のように，EA 変調器において小型化と低電圧化の両立が困難である理由は，小型化

による吸収量の低下である．そこで，EA 変調器に対しスローライト効果を適用することを考え

る．スローライトを利用することで小型光変調器内を伝搬する光は，見かけ上スローダウンファ

クター倍の長さの変調器を伝搬していることと等価となる．つまり，スローライトにより単位長さあ

たりの吸収量を増加させることができるため，素子サイズが小型であっても変調電圧を低く抑

えることが可能である．以上より，スローライトを利用した EA変調器により，従来の EA変調器

における小型化（≒高速化）と低電圧化（≒低消費電力化）間のトレードオフを解決できる可能

性があり，小型で高速かつ低消費電力動作する光変調器の実現が期待できる． 

 第 2 章で実証した面発光レーザとスローライト導波路集積デバイスの導波路領域に電圧を

印加することにより，スローライト導波路はスローライト変調器へと置き換わる．本章では面発光

レーザと小型光変調器（スローライト変調器）集積化について，モデリングによる検討を行うとと

もに，製作したスローライト変調器集積デバイスの実験結果について述べる． 
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4.2 電界吸収型スローライト変調器集積化のモデリング 

 

 面発光レーザの横方向に集積したスローライト導波路に電圧を印加することで，面発光レー

ザとスローライト変調器の集積化が可能である．これまで本グループで実証してきたスローライ

ト変調器はすべて外部光源を用いており，図 4.3 に示すようにスローライト変調器に対して斜

めに光を入射する，斜め入射法を用いて変調器に対してスローライトを励振していた[6]．しか

しながら，精密なアライメントが必要であり，結合部での結合損失の低減が困難である．また，

スローダウンファクターの大きいスローライトを励振させるためには，10°以下の入射角での入

射が必要であるが，結合部での等価屈折率差が大きく，大きな結合損失を生むため本質的に

困難である．現状，スローダウンファクター < 10 のスローライトの励振に留まっており，スロー

ライトの効果を十分に発揮できていない．集積デバイスにおいては，本質的に光結合の問題

を回避できるとともに，面発光レーザ共振器により直接励振されるスローライトモードは，スロー

ダウンファクターの大きな光であるので，スローライトの効果を十分に発揮できる可能性があ

る． 

 面発光レーザとスローライト変調器の集積化を考える場合，集積したスローライト変調器によ

り生成されたデジタル信号を取り出す方法として 2 つ考えられる（図 4.4）．1 つ目は，スローラ

イト SOA集積の場合と同様に，放射光の積分強度を受光する方法であり（放射型），2つ目は，

変調器端面において光を放射させ受光する構造であり（伝搬放射型），どちらの方法がよいか

は，消光比，変調電圧等及び挿入損失等の様々な要因を検討する必要がある．スローライト

を利用することでどちらの方法を採用しても，従来の EA 変調器よりも小型化できる可能性が

あるが，伝搬放射型の場合は図 4.3(b)のように本質的に変調器端面からの戻り光が発生して

しまう．面発光レーザとの集積を考えた場合，面発光レーザに対して複合共振器を形成するこ
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とになってしまうため，戻り光を抑制する必要がある．伝搬放射型においても戻り光を抑制する

手法は考えられるが，本研究では本質的に戻り光の抑制が可能な放射型を検討する． 

 

 

図 4.3 斜め入射法によるスローライトモードの励振 

図 4.4 スローライト変調器からの受光方法 

(a) 計算モデル，(b) 強度分布 

(a) 放射型，(b) 伝搬放射型 

(a) 

(b) 

(b) 

(a) 
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 先ず，小型スローライト変調器集積化の検討のため，フィルムモードマッチング法を用いて

上部 DBRのペア数に応じた消光比を求めた．計算モデルは，第 3章で用いたモデルと同様

であるが，量子井戸に異なる吸収係数を仮定することにより QCSE を再現した．仮定した吸収

係数は無バイアス時に 200cm-1，逆バイアス時に 1200cm-1とし，1V 未満の変調電圧での動

作を想定した[7]．図 4.5 は上部 DBR のペア数が 21 ペアの時の放射光の横方向光強度分

布である．変調器の吸収係数の変化に伴い，光が消光している様子が確認できる．ここで，放

射型の変調器の場合，吸収がなければ入力した光のすべてを放射損失としてすべて取り出

すことができるが，吸収により失われた強度は挿入損失として扱う必要がある． 

 

図 4.5 異なる吸収係数を仮定したときの横方向光強度分布（上部 DBR：21ペア） 
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 図 4.6 は上部 DBRのペア数に応じた消光比及び挿入損失である．変調器の長さは 50m

を仮定した．上部 DBR のペア数の増加に伴い，消光比が増加する一方で挿入損失も増加し

ている．上部 DBR のペア数が少ない場合，変調器領域当初の部分での放射光強度が放射

光強度全体に占める割合が多くなり，吸収係数差による光の消光比を劣化させるため，消光

比確保のためには上部 DBRのペア数を多くしたほうが良い．一方，上部 DBRのペア数を多

くした場合は放射損失が小さくなるので，導波路損失のうち吸収損失が占める割合が多くなり，

挿入損失が増加してしまう．挿入損失の許容値を 2dBと仮定すると，最適ペア数は 22ペアに

なる．しかしながら，消光比は 4dBであり十分ではない． 

 

 ここで，図4.5の横方向光強度分布を見ると，変調器領域当初の光強度は吸収係数が変化

してもさほど変化していないことがわかる．また，この点での強度が全体の放射強度分布の中

で最も強いことから，消光比を劣化させる主たる要因であると考えられる．よって，変調器当初

の領域数m を遮蔽することにより消光比が向上すると考えられる．ただし，遮蔽したことにより

図 4.6 上部 DBRのペア数に応じた消光比及び挿入損失 
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受光できない分の強度は損失であるので，上記挿入損失に遮蔽したことによる損失を合わせ

て挿入損失と定義し，遮蔽距離とともに上部DBRのペア数依存性を計算した．消光比が5dB

となるために必要な遮蔽距離とその時の挿入損失を図 4.7 に示す．上部 DBR のペア数が少

ないほど，変調器当初の領域での放射光強度の占める割合が大きいため，消光比を確保す

るために必要な遮蔽距離は長くなる．一方，挿入損失に関しては先述のとおりペア数が多くな

ると放射損失が小さくなり，吸収損失の占める割合が多くなるため，図 4.7に示すように最適点

が存在する．以上より，面発光レーザの横方向に 50mの小型スローライト変調器を集積する

ことにより，挿入損失 2dB 以下で 5dB 以上の消光比の外部光変調が得られる可能性が示さ

れた．この計算においては，遮蔽した箇所での光は外部へ放射されるが受光できないと仮定

したが，遮蔽領域に高反射ミラーを仮定し，外部へ放射させないことを仮定すると挿入損失は

1dB 以下に低減できる．また，仮定した吸収係数は変調電圧 1V 以下での値であるので，低

消費電力動作も期待できる．スローライト変調器により，素子の小型化による高速化と低消費

電力化のトレードオフを解決できる可能性がある． 

 

図 4.7 上部 DBRのペア数に応じた遮蔽距離及び挿入損失 
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4.3 スローライト変調器集積デバイスの製作及び特性評価 

 

 モデリングにより，面発光レーザの横方向に小型スローライト変調器集積化の可能性を示し

た．面発光レーザの横方向に集積したスローライト導波路に電圧を印加することにより，スロー

ライト変調器の集積化が可能である．しかしながら，第 3章で示したように両デバイス間に電位

差が生じると漏れ電流が生じる．本説では，面発光レーザの横方向に集積した小型スローライ

ト変調器について，その諸特性を示すとともに，両デバイス間の電気的アイソレーションの課

題克服への取り組みについて示す． 

 

4.3.1 デバイス構造 

 集積デバイスの構造は，第 3章で示したスローライト SOA集積デバイスと同様の構造である．

上部 DBR のペア数が 21 ペアである点，面発光レーザの活性領域が 4m×10m である点

及び面発光レーザとスローライト変調器間の電気的アイソレーション確保のための策が講じら

れている点が異なる．また，エタロン波長と PL ピーク波長間のオフセット波長は 30nm であ

る． 

 ここで面発光レーザとスローライトデバイス間の電気的アイソレーションの問題を解決するた

めの策について示す．先述のとおり，両デバイス間には Mオーダーのアイソレーションの確

保が望まれる．よって，電極間に距離を取る方法や，エッチングにより両デバイス間の体積を

減少させる類の方法では到底到達できない値である．そこで，両デバイス間にイオン注入によ

る絶縁化のプロセスを導入した．イオン注入プロセスは第 2 章で示したデバイスの製作のプロ

セスの中で，最初のメサ形成のためのパターニング前に行った．フォトレジストによるパターニ

ングを行い，イオンを注入する領域を選択し，外注プロセスによりイオン注入はなされる．イオ
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ンを注入する領域以外にもイオンが注入されてしまうとレーザ動作及び変調器動作を実現で

きなくなってしまうので，マスクとして使用するレジストは 8m程度の厚さになるように調整を行

った．また，イオン注入の注入深さは活性層近傍まで到達する条件とし，間隙がないように多

段注入を採用した[8]．イオン注入の条件は Table. 3-1に示すとおりである． 

 

  

 電気的なアイソレーションはイオン注入の深さに強く依存するため，文献値は参考になるも

のの，実際のウエハにおいてどの位置までイオンが到達しているかを確認する必要がある．図

4.8は二次イオン質量分析法（Secondary Ion Mass Spectrometry：SIMS）の観測結果で

ある．本デバイスの活性層はウエハ表面から約 3.5m に位置することから，活性層の領域ま

でイオンが届いていることが確認できる．漏れ電流が発生するのは主として上部 DBR 及び活

性層領域であると考えられるので，活性層に至るまでイオンが到達している状態は望ましいと

言える．これより面発光レーザとスローライトデバイス間の電気的アイソレーションの問題の解

決が期待できる．  

Table. 3-1 イオン注入の条件 
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 図 4.9 は完成した集積デバイスのレーザ顕微鏡画像である．面発光レーザとスローライト変

調器の上部電極の距離は 7mであり，その領域にイオン注入が施されている．面発光レーザ

からスローライト変調器に結合した光は，変調器への印加電圧の変化に応じて強度変調され

るが，イオン注入領域では強度変調はなされない．つまり，その点での光強度は消光比を劣

化させる要因となってしまうので，イオン注入領域はできるだけ狭いほうが望ましい．また，結

合効率を見積もるために，面発光レーザ上部には垂直方向成分を抑制する高反射ミラーは形

成していない．スローライトSOA集積デバイスに比べ，活性層体積が小さいことに加え，アイソ

レーションの改善が見込まれるため，低しきい値での動作が期待できる． 

図 4.8 SIMSプロファイル 
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4.3.2 面発光レーザの特性 

 先ず，集積デバイスにおけるアイソレーションの測定を行った．結果は，10M以上という十

分な値が得られ，イオン注入によるアイソレーションの改善が確認された．次に，面発光レーザ

の I-L-V特性を測定した（図 4.10）．しきい値は 0.7mAであり，第 3章の SOA集積デバイス

に比べ大幅な改善が見られる．また，電流密度換算においても半分以下となっており，利得

領域の微小化及びイオン注入によるアイソレーションの改善効果が見られる．利得領域のうち，

長さ方向の短尺化により更にしきい値の低減が期待できる．また，外部微分量子効率は 40%

近くが得られているが，本集積デバイスでは，面発光レーザ共振器から垂直方向に加え，横

方向にも光が放射されており，横方向に結合した光は一部が吸収されるため，通常の面発光

レーザよりも本集積デバイスの外部微分量子効率は若干小さい．しかしながら，後述のとおり

伝搬距離は小さいことに加え，上部DBRの反射率はそこまで高くないため，大きな欠点となる

とは考えられない． また，図 4.11は面発光レーザに1.5mAの電流を注入した時のスペクトル

特性である．シングルモード動作が確認できるが，これは導波路幅を 4mまで狭くした効果に

図 4.9 スローライト変調器集積デバイスのレーザ顕微鏡画像（俯瞰図） 
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よるものと考えられる．シングルモード動作であることから，第 2章で言及したように結合効率の

改善が期待される． 

 

 

図 4.10 面発光レーザの I-L-V特性 

 

図 4.11 面発光レーザのスペクトル特性（注入電流：1.5mA） 
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 本デバイスの面発光上部には垂直方向成分を抑制する高反射ミラーが形成されていない

ため，面発光レーザの垂直方向成分が支配的となる．しかしながら，第 2 章で示したように

FFP の観測においては，垂直方向成分と横方向結合成分を空間的に分離できる可能性があ

る．図 4.12 は面発光レーザに 1.5mA の電流を注入した時の FFP の観測結果である．垂直

方向成分を抑制していないため垂直方向成分が支配的ではあるが，横方向結合成分が確認

できる FFP の観察結果より偏向角は約 6°であることが確認でき，2.2 節の図 2.7 よりスローダ

ウンファクター≒25 のスローライトモードが，面発光レーザからスローライト変調器に結合して

いることが確認できる．また，若干のオーバーラップがあるものの，垂直方向成分と横方向結

合成分が空間的に分離されている．I-L 特性及び FFP の観察結果より，面発光レーザからス

ローライト変調器への横方向光結合効率は約 13%が見積もられる．面発光レーザの酸化アパ

チャー径の微小化によるシングルモード動作実現の効果が現れていると考えられる．しかし，

面発光レーザの垂直方向成分を抑制していないため効率は小さい．垂直方向成分により約 3

倍の結合効率の改善が見込まれる． 
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4.3.3 スローライト変調器の静特性 

 次に，面発光レーザをレーザ発振させた状態で，スローライト変調器への印加電圧を変化さ

せことにより，面発光レーザからスローライト変調器に結合した光の強度変調を行った．先述の

とおり，変調器における消費電力は変調電圧の 2乗に比例する．よって，変調電圧は小さく設

定するのが良いが，オン状態での吸収損失は挿入損失となるので，オン状態では量子井戸で

の吸収が少ない状態が望ましい．本集積デバイスにおいては，変調器に対し 0V の電圧を印

加した場合と-0.6V印加した場合の I-L 特性に顕著な変化が見られなかったため（図 4.13），

-0.6印加時をオン状態とした．図 4.14はストーライト変調器に異なる電圧を印加した時の集積

図 4.12 FFPの観察結果（注入電流：1.5mA） 
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デバイスの I-L 特性であり，横軸は面発光レーザへの注入電流量を示す．上述のように-0.6V

印加時をオン状態とし，オフ状態は-2V 印加時とした．変調器への印加電圧の変化に伴い

I-L の出力及びスロープは変化しており，スローライト変調器による外部光変調が確認できる．

印加電圧の変化に伴う顕著なしきい値変化及びリップルは確認できないため，スローライト変

調器から面発光レーザへの戻り光が抑制されていると理解できる．この時，消光比は約 1.8dB

であるが，この小さな消光比は，面発光レーザの垂直方向成分の存在によるものと考えられる．

また，図 4.15 は印加電圧の変化に応じたスペクトル特性であり，面発光レーザへの注入電流

量は 1.5mA である．I-L 特性と同様に垂直方向成分が消光比を劣化させていることがわかる．

印加電圧の変化に伴うピーク強度の差は約 1.5dB であり，I-L 特性の結果と概ね等しい．一

方，印加電圧の変化に応じたスペクトルの変化は < 0.02nm であり，これは面発光レーザ

への戻り光が抑制されている明らかな証拠である． 

 

図 4.13 変調器に異なる電圧を印加した時の集積デバイスの I-L特性 

 （印加電圧：0V及び-0.6V） 
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図 4.14 変調器に異なる電圧を印加した時の集積デバイスの I-L特性 

 

図 4.15 変調器に異なる電圧を印加した時の集積デバイスのスぺクトル特性 

 

（印加電圧：-0.6V及び-2V） 

 

（印加電圧：-0.6V及び-2V） 
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 次に，消光比劣化の要因である面発光レーザの垂直方向成分を物理的に遮蔽することで

スローライト変調器からの放射強度のみの測定を行った（図 4.16）．ここで，プローブを用いて

垂直方向成分を抑制する場合，プローブでの光の散乱が生じると考えられる．I-L 測定系の

空間分解能は高くないので，測定結果にはこの散乱光が含まれてしまい．スローライト変調器

の特性を議論する上で適切ではないと考えられる．よって，空間分解能の高いスペクトル特性

にてスローライト変調器の特性を議論する．図 4.17は，印加電圧の変化に応じたスペクトル特

性であり，面発光レーザへの注入電流は 1.5mA で垂直方向成分抑制後のものである．垂直

方向成分抑制前後でのスペクトルピーク波長に変化は見られない．よって，プローブでの散乱

光がレーザ共振器に対して，戻り光の発生などの何かしらの悪影響を及ぼしている様子は確

認できない．これにより，変調電圧1.4V以下で15dB以上の消光比の外部光変調が確認でき

る．また，プローブ遮蔽前と同様に印加電圧の変化に伴うスペクトル変化は < 0.02nmであ

る． 

 

図 4.16 スローライト変調器集積デバイスのレーザ顕微鏡画像 

 （プローブによる面発光レーザの垂直方向成分を遮蔽） 
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 次に，NFP 及び FFPの観察を行った．図 4.18に NFP の観察結果，図 4.19 に FFP の

観察結果をそれぞれ示す．面発光レーザからスローライト変調器への横方向光結合が確認で

きる．また，変調器における QCSEによる強度変調が確認できる．オン状態（V = -0.6V）での

NFPの観察結果より，等価的な変調器長は 30m以下が見積もられる．また，FFPの観察結

果より偏向角は約 6.5°であることが確認でき，第 2 章 2.2 節の図 2.7 よりスローダウンファクタ

ー≒23 のスローライトモードが，面発光レーザからスローライト導波路に結合していることが確

認できる．また，図4.19(b)に示すFFPの2次元イメージより得られる広がり角は約11°であり，

マルチモードファイバーの開口数（Numerical Aperture：NA）を考慮すると，光学レンズを用

いることなくスローライト変調器からの放射光を直接結合させることが可能と考えられる．-2V印

加時の FFPによると，強度は十分に抑制されており，FFPの観察結果からもスローライト変調

器による 15dB以上の消光比の外部光変調が確認できる．よって，図 4.14に示した I-L特性

において，-2V 印加時の出力は面発光レーザの垂直方向成分が支配的であると言える．これ

図 4.17 変調器に異なる電圧を印加した時のスペクトル特性  

（印加電圧：-0.6V及び-2V） 
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より，本集積デバイスの出力のうち，変調器領域からの最大出力は，注入電流 2.5mA の時約

0.24mWと見積もられる．スペクトル特性から得られた消光比15dBを考慮すると，面発光レー

ザからスローライト変調器への横方向光結合効率は約 12%となり，先述のプローブ遮蔽前に

見積もった結果と同様の値が得られる．一方，図 4.12 で観察された偏向角と図 4.19(a)で観

察された偏向角は若干異なるが，図 4.12 と同じ条件（印加電圧なし）でのプローブ遮蔽後の

FFPの観察結果から，同様の偏向角が得られている（図 4.20）．プローブ遮蔽後の FFPにお

いて広がり角が若干大きいのは，プローブ遮蔽により FFP の観測領域が狭くなり，伝搬距離

が短く見えているためと考えられる．以上より，プローブ遮蔽による FFP の影響は考えにくく，

偏向角の微小変化は電圧印加に伴う電気光学効果による屈折率変化が起きているためと考

えられる． 

 

図 4.18 変調器に異なる電圧を印加した時の NFPの観察結果 

  （印加電圧：-0.6V及び-2V） 
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図 4.19 (a) 変調器に異なる電圧を印加した時の FFPの観察結果 

  

図 4.20 プローブ遮蔽前後の FFP 

(b)  -0.6V印加時の FFPの 2次元イメージ 

  

（注入電流：1.5mA） 

 

(a) 

 

(b) 
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4.3.4 スローライト変調器の動特性 

 スローライト変調器の動特性として，小信号応答の測定を行った．面発光レーザ上部には垂

直方向抑制のための高反射ミラーは形成されていないが，マルチモードファイバーの位置を

調整することにより，変調器領域からの放射光を選択的に受光できる． 

 小信号応答の測定系は図 4.21に示す．直流電源を面発光レーザにつなぎレーザ発振させ，

スローライト変調器に光を結合させる．変調器はバイアスティーを介して，直流電源及びネット

ワークアナライザーにつながれており，変調器からの放射光はマルチモードファイバーで直接

受光する．マルチモードファイバーで受光した光は，フォトディテクターで電気信号に変換され，

ネットワークアナライザーによりその信号を読み取る．また，使用したフォトディテクターの 3dB

帯域は 12GHzである． 

 図 4.22に直流電圧 = -0.5Vの時の小信号応答測定の結果を示す．3dB周波数帯域は約

4GHz であることがわかる．変調器の寄生容量を見積もる場合，電極パッドでの寄生容量の寄

与は小さいので，p-n 接合部での寄生容量を見積もることで概算できる．本集積デバイスにお

ける変調器領域は長さ方向に約 200mである．また，幅方向には 30m の長さがあり，参考

文献[9]の変調器と比べ面積にして約 6 倍である．本集積デバイスにおける小信号応答帯域

が小さい主たる原因は，p-n 接合部が巨大であることで寄生容量が大きいためと考えられる．

よって，周波数帯域拡大のためには，集積する変調器のサイズ自体を小型化する必要が有る

と考える． 
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図 4.21 小信号応答の測定系 

図 4.22 スローライト変調器の小信号応答 
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4.4 高反射ミラーによる垂直方向成分の抑制 

  

 面発光レーザの横方向に集積した小型光変調器による強度変調を実証できたものの，結合

効率は十分に大きいとは言えず，その主たる要因は面発光レーザの垂直方向成分を抑制し

ていないことである．本節では，面発光レーザ表面にAuをスパッタすることで面発光レーザの

垂直方向成分を抑制し，結合効率の改善を試みるとともに，変調器の諸得性について示す． 

 

4.4.1 デバイス構造 

 デバイス構造は第 2章 2.5節のくびれ構造を持つ集積デバイスと同様である．面発光レーザ

とスローライト変調器間の距離は 3m であり，完成した集積デバイスのレーザ顕微鏡画像は

図 4.23に示すとおりである．面発光レーザ表面には Auがスパッタされており，垂直方向成分

を抑制する高反射ミラーが形成されている．面発光レーザ表面にスパッタされる Au の厚さが

薄い場合，面発光レーザの垂直方向成分は一部透過してしまうので，ある程度の厚さが必要

であるが，50nm程度の厚さでは透過光の存在を確認しており，今回は約 200nmの厚さにな

るようにAuをスパッタした．Auの屈折率は非常に小さいため，面発光レーザ上部には高反射

ミラーが形成されていると考えられる．よって，面発光レーザのしきい値の低下が期待できると

ともに，スローライト変調器領域への光結合効率の向上が期待される． 
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4.4.2 スローライト変調器集積デバイスの静特性 

 先ず，面発光レーザの I-L-V 特性を測定した（図 4.24）．しきい値は 1mA であり，高反射ミ

ラーを形成したにもかかわらず，しきい値はむしろ増加している．加えて，面発光レーザの垂

直方向出射を抑制したにもかかわらず強度は減少している．理論的には，反射率増加に伴い

ミラー損失が減少し，しきい値は下がるはずである．また，垂直方向に放射していた成分が，レ

ーザ共振器内に閉じ込められることにより横方向に放射する成分は増加するはずである．しか

しながら，全く逆方向の特性になってしまった要因としては，面発光レーザ表面の半導体とス

パッタした Auの界面での過剰損失の存在が考えられる．Auをスパッタすることによりミラー損

失が減少したと仮定すると，新たな過剰損失の存在がしきい値を増加させたと考えざるを得な

い．過剰損失の存在を認めると，レーザの外部微分量子効率は低下するので必然的に出力

も低下する．半導体界面とスパッタした Auの界面の状況の観察により定量的にその影響を見

積もることは困難であるが，上述の理由から，Au をスパッタすることによる高反射ミラー形成

図 4.23 スローライト変調器集積デバイスのレーザ顕微鏡画像（俯瞰図） 

 （面発光レーザ表面への Au スパッタ後） 
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は，光学特性に悪影響を及ぼすことが確認された． 

 ここで，結合効率改善のための策を考えたい．鍵となるのは VCSEL 表面への高品質ミラー

の形成である．以下，考えられる策を 4つ挙げる（図 4.25）． 

 1つ目は VCSEL表面に誘電体 DBR を成膜する方法である．本研究室では SiO2を含む

誘電体 DBR 成膜による高反射ミラー形成の実績があり，これを適用できると考えられる．しか

しながらリフトオフプロセスが必要であり，成膜する厚さが厚い場合に困難になるというデメリッ

トが考えられる． 

 2 つ目は SiO2をスパッタ後に Au をスパッタする方法であり．半導体と Au の界面の状態が

悪影響を及ぼしていると考えられるため，その間に SiO2 を挿入することでその影響を緩和で

きると考えられる．上記の誘電体DBR成膜に比べ，リフトオフプロセスが簡易であるというメリッ

トが考えられる． 

図 4.2４ スローライト変調器集積デバイスのレーザ顕微鏡画像（俯瞰図） 

 （面発光レーザ表面への Au スパッタ後） 
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 3つ目は，最初のエピ構造において上部DBRのペア数を増加し，ポストプロセスにおいてス

ローライトデバイス領域のDBRをエッチングする方法である．この場合，VCSELとスローライト

デバイスの境界の状態が光学特性に及ぼす影響が少なからずあると考えられるが，境界の状

態はエッチングに依存するため，ここでは定量的に見積もることは困難である． 

 最後は今回行った Auのスパッタであり，これは最も簡易な方法である．VCSEL上部へ Au

スパッタによる垂直方向成分抑制は何度も試みたわけではないため，この方法が適切ではな

図 4.25 結合効率改善のための策 

 (a) 誘電体 DBR成膜による高反射ミラーの形成，(b) Au ミラーと半導体界面への SiO2 

のスパッタ，(c) ポストプロセスによる半導体多層膜のエッチング 

 

(a)  

(b)  

(c)  
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いと判断するのは時期尚早であり，再現性を含めて検討が必要と考えられる． 

 ここからデバイスの特性に話を戻す．面発光レーザの I-L 特性について，注入電流 1.8mA

付近で確認できるキンクについては図 4.26に示すとおり，注入電流の増加に伴いモードが変

化している点である．面発光レーザ表面へ Au をスパッタすることによる，しきい値の低下及び

結合効率の改善は果たせなかったが，面発光レーザの垂直方向成分は抑制できるため，4.3

節で行ったように物理的に垂直方向成分を抑制する必要はない．以下，スローライト変調器の

特性について議論する． 

 

 面発光レーザをレーザ発振させた状態で，スローライト変調器への印加電圧を変化させこと

により，面発光レーザからスローライト変調器に結合した光の強度変調を行った．本集積デバ

イスにおいては，面発光レーザの垂直方向成分は Au ミラーにより抑制されるので，出力はス

ローライト変調器領域からの放射光のみとなる．図 4.27 はストーライト変調器に異なる電圧を

印加した時の集積デバイスの I-L 特性であり，横軸は面発光レーザへの注入電流量を示す．

0V印加時をオン状態とし，-1.3V印加時をオフ状態と設定した．変調器への印加電圧の変化

(a) 注入電流 1.5mA，(b) 注入電流 2mA 

図 4.26 スペクトル特性の注入電流依存性 

(a)  (b)  
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に伴い I-L の出力及びスロープは変化しており，スローライト変調器による外部光変調が確認

できる．この時，消光比は約 3dBであり，4.3節のデバイスで得られた消光比 15dBに比べ小

さい．要因の 1つは I-L測定系の空間分解能にある．4.2節で示したように，変調器領域当初

の光強度は消光比を劣化させる．また，面発光レーザとスローライト変調器界面では少なから

ず散乱光が含まれると考えられる．空間分解能が高いスペクトル測定や FFP 測定では，面発

光レーザからスローライト変調器に結合したスローライトモードのみを分離することができるが，

I-L 測定系ではそれができないため，相対的に消光比は小さくなる．後述のように本集積デバ

イスにおいても 8dB以上の消光比が得られている．また，印加電圧の値が異なることも要因の

1 つであると考えられる．4.3 節の集積デバイスのオフセット波長は 25nm，本集積デバイスの

オフセット波長は 30nm であり，オフセット波長が短い方が小さな変調電圧で，大きな消光比

が得られるはずである[7]．この観点で考えると，4.2 節の変調器において本集積デバイスと同

様の 8dBの消光比を得ようとした場合，より小さな変調電圧で十分であったと予想できる． 

 図 4.28 はスローライト変調器への印加電圧の変化に応じたスペクトル特性であり，面発光レ

ーザへの注入電流量は2.5mAである．スペクトル特性から見積もられる消光比は約8dBであ

る．また，印加電圧の変化に応じたスペクトルの変化は < 0.07nmであり，これは面発光レ

ーザへの戻り光が抑制されている明らかな証拠である． 
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図 4.27 変調器に異なる電圧を印加した時の集積デバイスの I-L特性 

  

図 4.28 変調器に異なる電圧を印加した時の集積デバイスのスペクトル特性 

  

（印加電圧：0V及び-1.3V） 

  

（印加電圧：0V及び-1.3V） 
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 次に，NFP 及び FFP の観察を行った．図 4.29 は注入電流 2.5mA の時の NFP の観察

結果であり，面発光レーザからスローライト変調器への横方向光結合が確認できる．ここで，

NFP における Position 0m は面発光レーザ上部電極の端である．また，変調器における

QCSEによる強度変調が確認でき，消光比は約 3dBであり，I-L特性と一致する．しかしなが

ら，強度変調が行われているのはアイソレーション領域後（Position = 3m以降）であり，アイ

ソレーション領域での強度が消光比を劣化させている．QCSE の効果が実質的にはアイソレ

ーション領域後に現れているとして，印加電圧の変化に応じた損失を見積もったところ，0V 印

加時は 770cm-1，-1.3V 印加時 2430cm-1 となった．これには放射損失及び吸収損失が含ま

れる．アイソレーション領域が限りなくゼロに近い理想状態を考える場合，消光比は上記損失

により見積もることができ，強度変調は図 4.30に示す挙動を示す．この時，30mの変調器長

5dB以上の消光比が見積もられる．NFPの空間分解能はスペクトルや FFPに比べ低いので，

実際の消光比は更に大きい値が得られることが期待できる． 

 

図 4.29 変調器に異なる電圧を印加した時の NFPの観察結果 

  （印加電圧：0V及び-1.3V） 
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 一方，注入電流 2.5mAの時の FFPを図 4.31に示す．観察結果より偏向角は約 6.5°であ

ることが確認でき，第 2章 2.2節の図 2.7よりスローダウンファクター≒23のスローライトモード

が，面発光レーザからスローライト導波路に結合していることが確認できる．この値は面発光レ

ーザ表面にAuをスパッタする前後で顕著な変化はなく，上部Auミラーによる共振モードへの

影響は確認できない．また， FFP の観察結果から得られる消光比はスペクトルの測定結果と

同様に約 8dBであることが確認できる．  

図 4.30 NFPから見積もられる損失に基づく横方向強度分布 

（印加電圧：0V及び-1.3V） 
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図 4.31 (a) 変調器に異なる電圧を印加した時の FFPの観察結果 

  (b)  0V印加時の FFPの 2次元イメージ 

  

(a) 

  

(b) 
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4.5 まとめ 

  

 第 4 章では面発光レーザの高速化のため，面発光レーザと小型スローライト変調器集積化

について，その有用性をモデリング及び実験の両面から示した．モデリングにおいて，面発光

レーザの横方向に集積した小型スローライト変調器（< 50m）により，挿入損失 2dB 以下で

5dB 以上の消光比の外部光変調が得られる可能性を示した．また，実際にスローライト変調

器集積デバイスを製作し，変調電圧 1.4V 以下で 15dB 以上の外部光変調を実証した．この

時，等価的な変調器長は 30m 以下である．スローライト変調器の動特性の測定として，小信

号応答の測定を行い，約 4GHzの 3dB周波数帯域を得た．この周波数帯域の制限は，製作

した変調器のデバイスサイズによるものであり，変調器の小型化により改善が見込まれる．  
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第 5章 ビーム偏向器の集積化 

 

5.1 緒 言 

 

 ビーム偏向器はセンシング，イメージングまたはプリンティングなどの様々なアプリケーション

において応用されており，高解像点数であることは重要な性能である．よって，サイズが大きく

速度は遅いという欠点がありながら，高解像点数を実現できることからポリゴンミラーを用いた

機械式のビーム偏向器が広く用いられている[1,2]．しかしながら，このような大型のデバイスを

小型な光通信システムに取り入れるのは困難である．一方，レーザダイオードを利用したアプ

ローチとして，in-plane レーザアレイ[3]，フォトニッククリスタルレーザ[4]，フェイズロック面発

光レーザアレイなどがある[5]．しかしながら，100 を超える高解像点数を得るのは困難であり，

実用レベルで求められる 1000 を超える解像点数実現には程遠い．一方，フェーズドアレイに

よる高解像点数を実現するアプローチがあるが[6]，理論的には高解像点数を実現できるもの

の，多くのアレイ素子を必要とするため製作は困難である．このように，未だ非機械式ビーム偏

向器による高解像点数の実現はなされていない． 

第2章においてブラッグ反射鏡導波路におけるスローライト生成の原理について述べ，その

本質はカットオフ波長近傍での巨大な構造分散であることを示した．また，それにより偏向角

の波長依存性が大きく，僅かな波長変化で大きな偏向角の変化が得られることを示した．この

特性を利用して，従来の非機械式ビーム偏向器では実現できなかった高解点数が，小型スロ

ーライトビーム偏向器により実現できる[7]． 
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本章では，スローライトビーム偏向器の原理について述べるとともに，高解像点数が実現で

きる仕組みを説明する．また，面発光レーザとビーム偏向器集積化の取り組みとして行った，

熱駆動によるオンチップビーム偏向器の実験結果について示す． 

 

5.2 スローライトビーム偏向器集積化のモデリング 

 

 ビーム偏向器は図 5.1 に示すように，ビームの角度を変化させることでビームが当たる位置

を制御する素子であるが，その性能指標の1つに解像点数がある．解像点数Nは最大ビーム

偏向角𝜃𝑟𝑚𝑎𝑥とビームの広がり角𝜃𝑑𝑖𝑣により定義され，𝑁 = 𝜃𝑟𝑚𝑎𝑥 𝜃𝑑𝑖𝑣⁄ と表すことができる．つ

まり解像点数を増加させるには， 

(1) 最大ビーム偏向角を大きくする 

(2) ビームの広がり角を小さくする 

以上 2点が重要である．ブラッグ反射鏡導波路におけるスローライトを利用することで，上記

2点ともに実現できる． 
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 先ず，(1)について説明する．第 2章図 2.7に示したとおり，ブラッグ反射鏡導波路における

偏向角（放射角）の波長依存性は大きく，特にカットオフ波長近傍では顕著である．この本質

は，ブラッグ反射鏡導波路におけるカットオフ波長近傍での大きな構造分散であることを説明

した．偏向角は第 2 章式(2.7)で表され，ブラッグ反射鏡導波路を伝搬する光の波長とカットオ

フ波長との差に大きく依存する．スローライト導波路から放射される光の偏光角が，入射光の

波長に大きく依存する様子を確認するため，フィルムモードマッチング法を用いて計算を行っ

た．計算モデルは第 2 章図 2.4 と同様であるが，放射光の様子を確認するために上部 DBR

を 20ペアとし，放射損失を補償する利得を入力波長毎に仮定している．図 5.2はスローライト

導波路に対し，異なる波長を入力した時の放射光の空間的な電界強度分布である．図に見ら

れる縞模様は波面を表す．入力光波長の変化に伴い，偏向角が大きく変化する様子が確認

できる．このように，ブラッグ反射鏡導波路におけるスローライトを利用することにより，30nm程

度の波長変化で 50°を超える大きな偏向角を実現できる．  

図 5.1 ビーム偏向器の概略図 
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図 5.2 放射光の電界強度分布（入力光波長依存性；r = 2.4° → 51.8°） 
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 次に(2)について説明する．ビームの広がり角を小さくするために最も簡単な方法は，長さ方

向に対して光の強度分布を一定に保つことである．図 5.3に示すのは，NFPとFFPの関係の

模式図であるが，図に示すステップ関数のように長さ方向に対して強度が一定となるような

NFPが得られれば，FFPはそのフーリエ変換で表すことができ，図に示すようなビームを得る

ことができる．また，強度が一定となる距離が長さ方向に対して長ければ長いほど，生成される

ビームはシャープになる．ここで，第 3章で扱ったスローライト SOAを仮定すると，電流注入に

より損失を補償することで図 5.2 に示すような NFP が得ることができることがわかる．また，

SOAのモデリングにおいては高出力を得ることを仮定していたため，上部DBRのペア数を減

らし，放射損失が大きくなるような設計を行ったが，ビーム偏向器への応用において大きな出

力を必要としない場合は，上部 DBR のペア数を増加させ，放射損失を抑制することにより同

様の NFP を得ること方法も可能である．このように，放射光強度をステップ関数に似た形で取

り出せるのは，ブラッグ反射鏡導波路におけるスローライトの特徴が故のことであり，非常に興

味深い現象である． 

 

図 5.3 NFPと FFPの関係の模式図（NFPにはステップ関数を仮定） 
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 スローライトビーム偏向器による解像点数を見積もるため，フィルムモードマッチング法を用

いて計算を行った．最大ビーム偏向角は既に第 2 章で示したが，解像点数を計算するために

は広がり角を見積もる必要がある．NFP が図 5.3 に示すようなステップ関数形状であると仮定

した場合，広がり角は𝜃𝑑𝑖𝑣は𝜃𝑑𝑖𝑣 = λ 𝑤⁄ で与えられ，w は放射光の偏向角を考慮して

𝑤 = 𝐿 × 𝑐𝑜𝑠 𝜃𝑟である．以下，光は長さ Lのスローライトビーム偏向器から放射されるとし，Lを

ビーム偏向器の長さと定義する． 

 図 5.4 はスローライトビーム偏向器の長さに応じたビームの広がり角及び解像点数の計算結

果である．また，波長可変幅を 20nm とした．非機械式ビーム偏向器では実現困難である，

100 を超える解像点数を 300m 以下の小型ビーム偏向器により得られる可能性が示されて

いる．また実用レベルで必要とされる 1000 を解像点数も 3mm 以下のデバイス長で実現でき

る可能性が示されている． 

 

図 5.4 ビーム偏向器の長さに応じたビームの広がり角及び解像点数 

（20nmの波長可変幅を仮定） 
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 このようにスローライトビーム偏向器により，大きな解像点数が実現できるわけであるが，課

題はその光源にある．スローライトビーム偏向器もその他のスローライトデバイスと同様に，外

部光源を用いた斜め入射法によりデバイスにスローライトモードを励振しており，光源との集積

化が望ましい．光源との集積化を考えた場合，波長可変光源が必要となるがこの点について

は第 6章にて扱う． 

 

5.3 ビーム偏向器の製作及び特性評価 

 

 5.2節で述べたように，スローライトビーム偏向器と光源デバイスとの集積化が望ましい．大

きな偏向角を実現する光源デバイスとの集積化には様々な克服すべき課題が存在し容易で

はない．そこで，これまで述べてきた集積デバイスを応用し，熱光学効果を基礎としたビーム

偏向器の実証に取り組んだ．本節では，熱駆動オンチップビーム偏向器の動作原理及びそ

の構造について説明するとともに，製作したビーム偏向器修正デバイスの実験結果について

述べる． 

 

5.3.1 動作原理 

 本章で扱うビーム偏向器は熱光学効果を基本原理として動作する．第 2章式(2.7)より，ビー

ムを偏向するには 

(1) ビーム偏向器へ入射する光の波長＝面発光レーザの発振波長を変化させる 

(2) ビーム偏向器のカットオフ波長を変化させる 

 以上 2つの方法が考えられる．図 5.5は上記それぞれの場合におけるビーム偏向方法を示

した模式図である．具体的に(1)の場合は，面発光レーザへの注入電流量を増加させることに
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よる発振波長の長波長化を利用する．これによりビームは放射角が小さくなる方向に動く．一

方，(2)の場合は集積デバイスの表面にヒーター電流を流すことによる，ビーム偏向器のカット

オフ波長の長波長化を利用する．これによりビームは放射角が大きくなる方向に動く． 

 

5.3.2 デバイス構造 

 オンチップビーム偏向器の構造を図 5.6に示す．基本的な構造は第 2章～第 4章までで扱

った集積デバイスと同様である．上部DBRのペア数は 25ペア，面発光レーザの利得領域は

12m×12mであり，エタロン波長と PLピーク波長間のオフセット波長は 30nmである．オン

チップビーム偏向器におけるヒーター電流の本質は，両デバイス間の漏れ電流であるため，イ

オン注入によるアイソレーションは施されていない．また，熱によるチューニングの効率を向上

図 5.5 熱駆動オンチップビーム偏向器の動作原理 

(a) ビーム偏向器への入射波長の制御，(b) ビーム偏向器のカットオフ波長の制御 

(a) 

(b) 
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させるため，面発光レーザとビーム偏向器の一部は ICP エッチングが施されており，両デバイ

ス間の距離は 40mである．面発光レーザ表面は Auで覆われており，垂直方向成分は抑制

される． 

 

5.3.3 偏向特性 

 先ず，面発光レーザの I-L-V 特性及びスペクトル特性を測定した（図 5.6）．しきい値が

5.6mA と大きいが，これは利得領域が大きいことに加え，第 4章で説明したように面発光レー

ザ上部のAuミラーでの過剰損失のためと考えられる．また，イオン注入によるアイソレーション

が施されていないことも要因の 1つである．スペクトル特性は注入電流 6.8mAのときのもので

あり，シングルモード動作が確認できる．利得領域が大きいにも関わらずシングルモードである

図 5.5 (a) 熱駆動オンチップビーム偏向器の構造， 

(b) 製作したデバイスのレーザ顕微鏡画像 

(a) 

(b) 
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のは，エッチング領域においてモードが選択されているためと考えられる．また，この時の

NFP及び FFPは図 5.7の通りである．NFPにおける Position 0 mは面発光レーザ上部

電極の端を示す．面発光レーザからビーム偏向器への横方向光結合が確認できる．また，

FFP より偏向角は 2.2°であることが確認でき，カットオフ波長に非常に近いスローライトモード

であることがわかる．よって，本集積デバイスにより小さなビーム広がり角の実現は困難と予想

される． 

 

 

図 5.6 (a) I-L-V特性 

図 5.7 (a) NFPの観察結果，(b) FFPの観察結果 

(b) スペクトル特性（注入電流：6.8mA） 

（注入電流：6.8mA） 

(a) 

(a) 

(b) 

(b) 
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 次に，ビーム偏向動作のため 5.3.1で示した動作原理に基づきFFPの観察を行った．面発

光レーザへの注入電流量を変化させる場合は，基準となる注入電流量からの差分をパラメー

タとして表現した（IVCSEL）．一方，ヒーター電流はその値がパラメータとなる（IHEAT）．図 5.8

は FFP の測定結果であり，(a)は注入電流による面発光レーザの発振波長を制御した場合の

ビーム偏向の様子，(b)はヒーター電流によるビーム偏向器のカットオフ波長を制御した場合

のビーム偏向の様子を表す．また，(c)は電流制御に応じた偏向角を示している．面発光レー

ザへの注入電流の増加に伴い，偏向角は小さくなる方向に動き，一方でヒーター電流増加に

伴い偏向角は大きくなる方向に動いており，動作原理に従った偏向動作が確認できる．ここで，

ヒーター電流制御によるビーム偏向の場合，FFP に多重ピークが確認できる．これは熱による

チューニング効率を高めるために形成した ICP エッチング領域における散乱光との干渉では

ないかと考えられる．面発光レーザへの注入電流制御の場合に観察されないのは，大きな広

がり角の中に多重ピークが含まれているためと考えられる．チューニング効率を向上のための

構造としては，ポストプロセスでメサ幅を狭くするのではなく，当初のメサ幅を狭くしておくことで，

エッチング領域がない状態でもチューニング効率を低下させない構造が形成できると考える．

後述するが，エッチング領域のない構造において観察されたビーム偏向特性では，多重ピー

クは確認されていないので，この多重ピークは横方向集積が故の本質的な問題ではなく，構

造を変えることにより抑制可能である． 
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図 5.8 (a) 面発光レーザへの注入電流制御によるビーム偏向 

(a) 

(b) 

(c) 

 (b) ヒーター電流制御によるビーム偏向 

 (c) 制御電流に応じた偏向角 
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 上述のように，FFP における多重ピークはビーム偏向器に結合したスローライトモードの放

射角を観測していることにならないので，FFP におけるメインローブを観測することで，ある制

御電流における偏向角と判断できる．図 5.8(c)より，オンチップビーム偏向器により 9°以上の

ビーム偏向が得られた．また，制御電流による局部温度変化は約 50K が見積もられた．本集

積デバイスにおける解像点数は約 4 であり，解像点数を増加させるにはより大きな偏向角と小

さなビーム広がり角が必要である．熱駆動を前提とした場合，温度変化を大きくすることにより

ビーム偏向角を大きくすることができる．一方，小さなビーム広がり角を実現するには，ビーム

偏向器に結合した光の損失補償を行い，伝搬距離を伸ばす必要がある．本集積デバイスの

広がり角が大きい理由は，吸収損失及び放射損失により伝搬距離が短いためである． 

 

5.3.4 くびれ構造を持つビーム偏向器の特性 

 先述のビーム偏向器では，エッチング領域での散乱光による影響で，FFP に多重ピークの

存在が確認された．そこで，第 2章で扱ったくびれ構造を持つ集積デバイスを用いてビーム偏

向の実証を試みた．エッチング領域を有しないため，散乱光の影響が排除できる可能性があ

る．一方，くびれ構造を導入することで，スローライト導波路に結合するモードが選択出来るた

め，シングルピークの FFP が得られる可能性が高く，伝搬距離が長ければ広がり角の小さい

シングルピークの FFPが得られる． 

 デバイス構造は第 2章 2.5節のデバイスと同様である．また，ビーム偏向の動作原理は先述

の熱光学効果を用いた熱駆動方式である．ただし，本集積デバイスにはヒーター電流を流す

ことができなかったため，面発光レーザへの注入電流制御によるビーム偏向動作のみを行っ

た． 

 図 5.9はFFPの観測結果であり，面発光レーザへの注入電流は 0.74mA～4mAの範囲で
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変化させている．面発光レーザの垂直方向成分が抑制されていないため，注入電流量を増加

させることにより，垂直方向成分が支配的になってしまう．しかしながら，垂直方向成分と横方

向結合成分は空間的によく分離されている．この時，偏向角は 4.5°以上，解像点数 9 以上が

得られた．また，スペクトルの注入電流依存性を合わせて測定を行うことで，偏向角の波長依

存性を見積もることができる．図5.10は偏向角の波長依存性であり，フィルムモードマッチング

法による計算結果と実験値を比較している．両者の傾向は概ね一致していることがわかる．本

集積デバイスに対してヒーター電流を流すことはできなかったが，先述のデバイスと同様の温

度変化を与えられたと仮定した場合，解像点数は 20 を超える可能性がある．本集積デバイス

の偏向角が 4.5°と先述のそれに比べ小さいにもかかわらず解像点数では多くなった理由は，

ビームの広がり角の小ささにある．電流注入による損失補償が可能であれば，ビームの広がり

角はより小さくなり，解像点数はさらに増加する可能性がある． 
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図 5.9 面発光レーザへの注入電流量に応じた FFP 

図 5.10 伝搬距離及び温度変化に応じた解像点数 
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5.4 まとめ 

 

 第 5 章ではブラッグ反射鏡導波路におけるスローライトを利用したビーム偏向器について，

ビーム偏向の原理及び高解像点数が実現できる仕組みを示した．また，面発光レーザとビー

ム偏向器集積化の初期実験として，熱光学効果を基礎とした熱駆動オンチップビーム偏向器

を製作し，その諸特性について議論した．偏向角 4.5°以上，解像点数 9 以上が得られ，熱駆

動によるオンチップビーム偏向器の実証に成功した．また，さらに大きな温度変化及び導波路

損失低減による伝搬距離の増大により，大きな解像点数が得られる可能性がある． 
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第 6章 面発光レーザ横方向集積化の展望 

 

6.1 緒 言 

 

 これまで面発光レーザの高性能化・高機能化のため，面発光レーザと機能デバイスの新し

い集積手法として，横方向光結合を用いた横方向集積の提案を行い，モデリング及び実験に

よりその有用性を議論してきた．本章ではこれまで得られた知見を基に，各機能デバイス集積

についての展望について議論する． 

 

6.2 スローライト変調器集積デバイスの展望 

 

 光インターコネクトで用いられる変調器には高速動作（ >40Gbit/s）と低消費電力動作（< 

10fJ/bit）の両立が求められる．従来の EA 変調器では，小型，低消費電力，高速といった特

性すべてを満たすことは困難であり，これらに存在するトレードオフの打破が望まれる．それに

対し，EA 変調器に対してスローライトを適用するとトレードオフを打破できる可能性がある．本

節ではスローライト変調器による高速化，低消費電力化の可能性について議論する． 

 

 高速化 

 第 4 章では面発光レーザの横方向に集積した変調器の静特性及び動特性について示した．

両特性のうち動特性では，小信号応答測定において 3dB周波数帯域が 4GHzに制限されて

おり，望ましい結果を得ることができなかった．EA変調器の 3dB周波数帯域は CR時定数に
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のみ制限される．一般的に，変調帯域の拡大のためには変調器の寄生容量を低減する必要

がある[1]．変調器の素子容量を構成するものには，電極パッド部分での寄生容量と p-n 接合

部での寄生容量がある．このうち電極パッド部分での寄生容量は p-n 接合部での容量に比べ 

< 1/100 とその影響は大きくはない．よって，帯域を制限する主たる要因は p-n接合部での寄

生容量（C）と考えられる．今回製作したデバイスの変調器領域は30m×200mでありp-n接

合部領域は非常に大きく，これが変調帯域制限の最大の要因と考えられる．寄生容量は変調

器領域の面積を小さくことで低減可能である．例えば，変調器の幅を 30m→20m，長さを

200m→50mにすることで，寄生容量は約 1/6に，更に長さを 25mまで短尺化することで

約 1/12にまで低減できると見積もられる．変調器サイズの小型化の可能性は第 4章で既に示

されており，図 4.18 に示す NFP の観察結果より，等価的な変調器長は 30m 以下であると

見積もることができる．また幅方向の短尺化はパターニングにより容易に可能であることから，

小型化の見積もりは妥当なものであると考えられる．図 6.1 は小信号応答の実験値，実験値と

フィットする C = 1.2pF での計算値及び変調器サイズ小型化により寄生容量を低下させた時

の小信号応答の計算値を示す．周波数応答の帯域の変調器サイズ依存性は顕著であり，変

調器の小型化により 50GHzを超える周波数帯域が得られる可能性がある． 
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 一方，大信号においては巨大な構造分散は高速動作時に波形劣化を引き起こす原因とな

る．しかしながら，図2.5及び図4.18によると，製作した変調器集積デバイスにおける-0.6V印

加時の構造分散及び伝搬距離は，1300ps/nm/cm 及び 30m であると見積もられ，40Gbps 

NRZ信号を仮定し周波数帯域を 40GHz，つまり 980nm を中心波長とすると約 0.1nmの線

幅を仮定することで，パルス広がりは 0.4ps 以下と見積もることができる．この値は 40Gbps の

高速動作においても問題にならない程度の値であると考えられる．白紙的には大きな構造分

散は帯域を制限するが，スローライトの効果により伝搬距離が短尺化されるため，広い帯域を

確保できると考えられる．よって，デバイスの小型化による周波数帯域の拡大により，高速光変

調器実現が期待できる． 

 

(2) 低消費電力化 

  変調器の消費電力（E）は変調器の寄生容量（C）及び変調電圧（Von－Voff）として，

𝐸 = 𝐶(𝑉𝑜𝑛
2 − 𝑉𝑜𝑓𝑓

2) 4⁄ で与えられる[2]．よって変調器の低消費電力化のために重要なパラ

図 6.1 小信号応答の実験値及び計算値（C = 1.2pF，0.2pF，0.1pF） 
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メータは変調電圧である．また，高速化のための寄生容量低減の取り組みは同時に低消費電

力化につながることがわかる．変調器の吸収曲線は量子井戸で決定され，吸収端波長は PL

ピーク波長と等価である．一方，レーザの発振波長はウエハのエタロン波長と等価であり，低

変調電圧で所望の消光比を得るには両者のオフセット波長が鍵となる．第 4章の結果から，オ

フセット波長 30nmに比べ 25nmの場合の方が低電圧動作が実現できる傾向が覗え，この傾

向は文献とも一致する[3]．実際には上述の傾向を考慮し，オフセット波長が異なるウエハによ

り実験的に最適なオフセット波長を見積もる必要がある． 

 例えば 1Vの変調電圧，実験値とのフィッテイングで得られた 1.2pFでの変調動作を仮定す

ると，1bit当たりの消費電力は 300fJ/bitとなり許容できない．しかしながら高速変調を仮定す

る場合は，先述のとおりデバイスの小型化により 0.1pF 程度の寄生容量を仮定する必要があ

る．これに加えてオフセット波長の最適化により変調電圧を0.5Vまで低減できた場合，1bit当

たりの消費電力は 6.25fJ/bitまで低減できる．既に外部光源を用いた小型スローライト変調器

により，変調電圧 0.5Vは実証されており[4]，オフセット波長を約 15nmに設計することで実現

可能であると見積もられる．この際，デバイスの小型化による変調電圧の増大といったペナル

ティーは想定されない．実際には負荷電力も考慮する必要があり，50の終端抵抗を仮定し

た場合，負荷電力は 5mWであり，ビットレートに応じた 1bitあたりの消費電力は図 6.2のよう

になる．変調電圧は 1V と 0.5Vを仮定した． 

 以上より，スローライト変調器は小型化と低消費電力化のトレードオフを打開できる有望な変

調器であり，従来の変調器では実現が困難であった，小型，低消費電力かつ高速な変調器

実現が期待できる． 
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6.3 スローライト光増幅器集積デバイス／ビーム偏向器の展望 

 

 第 3 章において小型スローライト光増幅器集積デバイスによる，面発光レーザシングルモー

ド出力の高出力化について述べ，第 5 章において熱駆動オンチップビーム偏向器の初期実

験の結果について述べた．ビーム偏向器の高性能化（＝高解像点数実現）にはスローライト

SOAの利用が必要であり，両デバイスは密接に関係しているが，先ず，スローライト SOAによ

る高出力化についてのみ検討する． 

 第3章のモデリングではスローライトSOAの長さは50mに制限し，小型スローライト増幅器

集積による高出力化の検討を行った．50mという小型スローライト SOA集積により，これまで

報告されているシングルモード出力と同程度の出力が得られることを示し，構造が簡易である

ことからその有効性を主張した．一方，スローライト導波路における損失を補償しながら放射光

を取り出す方法では，SOA の長さを長尺化することにより，さらに大きな出力を得ることができ

図 6.2 ビットレートに応じた 1bit当たりの消費電力 
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る．図 6.3 は SOA 長を変化させた時の飽和特性であり，面発光レーザに 100m のスローラ

イト SOA を集積することにより，10mW を超えるシングルモード出力が得られる可能性が示さ

れており，これまでの報告でのシングルモード出力の限界打破が期待される 

 

 一方，ビーム偏向器についての高性能化については解像点数が鍵となる．第5章で述べた

ように，非機械式ビーム偏向器において 100 を超える解像点数を得ることは困難であり，この

値が高性能ビーム偏向器の 1つの指標となる．第 5章で扱った熱駆動オンチップビーム偏向

器による解像点数増大は， 

１．更なる温度変化を仮定する 

２．広がり角の小さいビームを生成する 

以上 2 点の組み合わせにより可能であると考えられる．今回は初期実験として，両デバイス

間の漏れ電流をヒーター電流として利用することで，熱駆動によるビーム偏向を行ったが，より

大きな温度変化を仮定する場合は，ヒーターを集積するまたは電流注入を行う必要があると考

える．一方，広がり角の小さいビームを生成するには，放射光強度の減衰を抑制する必要が

図 6.3 スローライト SOAの飽和特性（SOA長依存性） 
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ある．そのためには，上部 DBR のペア数を増加させることにより放射損失を低減させる，電流

注入により損失を補償するまたはそれらの組み合わせである．広がり角の小さいビーム得ると

ともに高出力が必要である場合は，スローライトSOAの設計方針が適用される．図 6.4は温度

変化及び伝搬距離の変化に応じた解像点数であり，第 5 章の実験結果に相当する部分を黒

丸で示している．以上より，400m 以下のビーム偏向器により 100 を超える解像点数実現の

可能性がある．また，応答速度に関しては 10kHz以下が見積もられる[5]． 

 

また，更なる高速化及び解像点数の増大を実現するための方法として，MEMS

（Micro-Electro-Mechanical System）VCSELを光源として用いる方法がある[6]．図 6.5は

集積構造の概略図である．広がり角の小さなビームを生成する方法は上述と同様であるが，

MEMS VCSEL を光源として利用することにより，30°以上の大きな偏向角を得ることができ，

1mm 以下のビーム偏向器により 300 を超える解像点数実現の可能性がある．MEMS 

VCSELは非機械式の素子ではないが，チューニング速度は数百 kHzであり，ポリゴンミラー

を用いたビーム偏向器のそれに比べ 100 倍の速度である．よって，従来の機械式のビーム偏

図 6.4 伝搬距離及び温度変化に応じた解像点数 
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向器におけるサイズや速度に関する欠点を有しない，機械式ビーム偏向器であると言える．解

像点数及び動作速度を考慮すると，光干渉断層計（OCT：Optical Coherence Tomography）

への応用も可能となると見積もられる． 

 伝搬損失を低減することによる広がり角の小さいビームの生成，MEMS VCSELとの集積化

による大きな偏向角の実現など，様々な技術を組み合わせることにより，高解像点数オンチッ

プビーム偏向器の実現が期待できる． 

 

 

 

図 6.5 MEMS VCSEL とスローライト SOA集積によるビーム偏向器 

 (a) 俯瞰図，(b) 断面図 

 

(a)  

 

(b)  
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6.4 まとめ 

 

 本章では面発光レーザに集積する各機能デバイスの高性能化に焦点を当てて議論を行っ

た．スローライト変調器について，寄生容量の低減による高速化（ >40Gbps）の可能性を示

すとともに，低消費電力動作（ <10fJ/bit）との両立の可能性を示した．スローライト光増幅器

集積について，SOA 長の長尺化による 10mW を超えるシングルモード出力の可能性を示し

た．また，ビーム偏向器集積について，あらゆる技術を組み合わせることにより，数百を超える

解像点数実現の可能性を示した． 
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第 7章 結 論 

 

 本研究では面発光レーザの高出力化，高速化及び高機能化の観点から予想される面発光

レーザ単体での性能限界を打破すべく，面発光レーザとスローライトデバイスの集積化による

面発光レーザの高性能化・高機能化を目的とし，面発光レーザとスローライトデバイスの新し

い集積手法を提案するとともに，集積化により得られる特性を理論及び実験の両面から検討し

てきた． 

 各種機能デバイス集積化の取り組みにより得られた成果を以下に示す． 

 

1. 面発光レーザとスローライトデバイスの新しい集積手法の提案 

 横方向光結合を用いた面発光レーザとスローライトデバイスの横方向集積手法を提案し，提

案構造により 50%以上の高い結合効率が得られることを示した．また，しきい値上昇を生む過

剰損失は十分に小さいことを確認している．この結合効率は通常の面発光レーザの外部微分

量子効率に相当するので，提案構造が面発光レーザとスローライトデバイスの集積化に対し

て有効であると言える．また，集積デバイスの製作技術として，面発光レーザとスローライトデ

バイス間にイオン注入を施すことにより，両デバイス間の電気的アイソレーション確保に成功し

た． 

 

2. 面発光レーザからスローライト導波路への横方向光結合の実証 

 モデリングの結果を基にスローライト導波路集積デバイスを製作し，面発光レーザにより励振

されたスローライトモードが，スローライト導波路に直接結合することを確認した．また，くびれ
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構造を導入することにより面発光レーザからスローライト導波路に結合するモードを選択できる

ことを示した． 

 

3. 面発光レーザと各種機能デバイス集積の設計及び高性能化の検討 

 (1) スローライト SOAの集積 

   面発光レーザの横方向に 50mの小型 SOAを集積することにより，従来の面発光レー 

ザのシングルモード出力の数倍の出力（ > 7mW）が得られる可能性を示すとともに，SOA

の長尺化により 10mW以上のシングルモード出力が得られる可能性を示した． 

 (2) スローライト変調器の集積 

   面発光レーザの横方向に 50m の小型光変調器を集積することにより，挿入損失 2dB

以下で，消光比 5dB以上の外部光変調の可能性を示した．  

 (3) ビーム偏向器の集積 

   400m以下の熱駆動オンチップビーム偏向器により，100を超える解像点数が得られる 

  可能性を示した．これは非機械式かつ光源を集積したビーム偏向器としては非常の多い解

像点数である． 

 

4. スローライト SOA集積による面発光レーザ出力向上の実証 

  面発光レーザの横方向にスローライト SOA を集積することにより，最大出力 6mW 及び

7dB以上の微分量子効率の向上を実証した．アイソレーション領域の短尺化及び上部DBR

のペア数を減少させることに加え，導波路幅を狭くすることにより電流注入の効率を上げるこ

とで更なる出力の向上が見込まれる． 
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5．小型スローライト変調器による外部光変調の実証 

  面発光レーザの横方向に集積したスローライト変調器により，変調電圧 1.4V 以下で，

15dB 以上の消光比の外部光変調を実証した．また，等価的な変調器長は 30m 以下であ

り，面発光レーザに小型光変調器を集積することに成功した．エピウエハのエタロン波長と

PL ピーク波長間のオフセット波長の設計により，変調電圧を小さくすることが可能であり，変

調器の小型化と組み合わせることにより，小型，低消費電力かつ高速な変調器実現が見込

まれる． 

 

6. 熱駆動によるオンチップビーム偏向の実証 

  面発光レーザとビーム偏向器集積化の初期実験として，熱光学効果を基礎とした熱駆動

オンチップビーム偏向器を製作し，偏向角 4.5°以上，解像点数 9 以上を得た．ヒータ集積に

よる温度変化量の増加及び導波路損失を低減する構造を適用することにより解像点数増大

が見込まれる． 

 

本研究を通じて，面発光レーザとスローライト光増幅器，光変調器及びビーム偏向器の集

積化が実現可能であることを示した．本研究で扱った機能デバイス以外にも，光スイッチやフ

ォトディテクターとの集積など，面発光レーザを基盤とした様々な機能デバイスとの集積化が

見込まれる．また，本集積手法は本質的に波長帯を選ばないので，様々な波長帯の面発光レ

ーザ高性能化・高機能化に寄与すると考えられる． 

本研究の進展により，面発光レーザフォトニクスに新たな展開が期待できるとともに，スロー

ライトフォトニクスを基盤とした，超小型光回路実現の可能性が期待できる． 
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